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この報告書に掲載されている講演等の内容は国際シンポジウム開催時点〔２０２３年（令和５）年３月４日〕におけるものです。 

印(†)がついている用語は、巻末５２～５３ページに解説を掲載しています。 
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福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター長

神谷 研二

福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センターは、2011（平成23）年６月より、福島原発事

故後の県民の皆さまの健康を長期にわたって見守るため、福島県からの委託を受けて「県民健康調

査」を実施しております。

当センターは、本調査を適切に実施することに加え、調査によって得られた成果などを県民の皆さ

まに還元することが重要な責務と考えており、今後の健康づくりに役立てて戴くために、その時々の

福島における課題に合わせたテーマで毎年国際シンポジウムを開催しております。同時に、国内外の

専門家から関連領域における新たな知見を学び、国際社会に福島の復興の現状を知って戴くことも

本シンポジウムの大きな役割となっています。

2022（令和４）年度における当センター最大のトピックスの一つは、日本疫学会誌別冊「福島特集

号 - 東日本大震災後の１０年」を発刊し、個人の外部被ばく線量と、健康診査、ここから調査、妊産婦

に関する調査との関連を初めて論文としてまとめたことでした。エビデンスにもとづく科学的知見は、

福島の現状を理解して戴くうえで大変重要な成果であり、シンポジウム前半では、これらの内容を分

かりやすく紹介しました。

昨今、SNS などで誰もが気軽に情報を発信できるようになり、福島に関しても様々な情報が溢れ

る中、現状を正しく理解するためには、科学的根拠のある情報に接することが大切です。他方、情報

を発信する側にも、情報を適切かつ的確に伝えることが求められます。この観点から、シンポジウム

後半では、情報の受け手のヘルスリテラシー†や、発信する専門家側の姿勢や方法など、双方の立場

におけるコミュニケーションの課題や改善策などを取り上げました。

開催当日は、主催者を代表して竹之下誠一理事長兼学長が御挨拶を申し上げ、続いて、内堀雅雄

福島県知事から本シンポジウムへの期待を込めたお言葉を賜りました。会場とオンライン合わせて約

１９０名の方に御参加いただくとともに、国内外からお集まり戴いた１０名の専門家により、講演や今後

を展望する活発な議論が行われ、盛況のうちに閉幕しました。

私どもは、１０年以上にわたって調査を実施するなかで、情報を伝えることの難しさを痛感してまい

りました。しかし、私たちの暮らしを向上させ福島の未来の創生に貢献するために当センターが果た

すべきことは、地道な調査・研究を続け、積み上げた科学的エビデンスに基づいた知見を繰り返し伝

えることだと考えます。

本書は、シンポジウム当日の発表や議論の内容を要約して御紹介するものであり、紙面の都合上、

図表などのスライドを数点に絞って掲載しております。さらに詳しい内容をお知りになりたい場合は、

当センターホームページに発表スライドや調査の結果詳細などを公開しておりますので、併せて御覧

国際シンポジウム報告書の刊行にあたって
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いただければ幸いです。 

 

結びに、本書の作成に当たり御協力いただきましたシンポジストを始めとする関係者の皆さまに厚

く御礼申し上げますとともに、本書が「県民健康調査」に対する理解を深める一助となり、時間の経過

により多様化するニーズに応じて、本調査の在り方を議論するための基礎資料として活用されること

を祈念して、刊行にあたっての挨拶とさせて戴きます。 

引き続き、県民健康調査への御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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福島県立医科大学理事長兼学長

竹之下 誠一

本日は、５回目となる「県民健康調査」国際シンポジウムに国内外から多く皆さまにご参加をい

ただき、誠にありがとうございます。加えて、震災と原発事故からまもなく１２年となる間、常に多

大なるご厚情とご支援を賜りましたことを、この場を借りまして厚く御礼申し上げます。

震災後、本学は福島の復興を健康と医療の面から支えることをいち早く宣言しました。この時

から、本学は教育、医療、研究という従来の使命に加え、県民の健康の見守りという歴史的使命

を担うこととなったのです。本学にとって震災後の１２年間とは、これらの使命の、より高い次元で

の達成を目指すための新たな挑戦と試行錯誤の連続でした。

その結果、医学部における総合診療医センターの開設や、保健科学部の新設が実現し、看護

学部においては、今年４月の別科助産学専攻と大学院看護学研究科助産師コースの開設に向

け準備が進むなど、幅広い分野の医療人材育成の体制が整いつつあります。また、喫緊の課題

となった新型コロナウイルス感染症に対しては、COVID-１９入退院支援センターの立ち上げによ

って医療体制の確立を図ってまいりました。研究面においても世界初となる、アルファ線放出核

種アスタチン†を用いたがん治療薬の開発が進んでいるほか、新型コロナウイルスに有効な IgA

抗体を取得し、マスクやスプレーの市販化につなげるなど、目覚ましい成果を上げています。

そして、福島県から受託した「県民健康調査」を通じて、県民の健康の見守りという使命にも

愚直に取り組んでまいりました。その地道な取組みと成果は国内外で高い評価をいただき、４月

に設立される福島国際研究教育機構基本構想の「放射線科学・創薬医療」分野や、「原子力災害

に関するデータや知見の集積・発信」の分野において中核的な役割を期待されるまでになってい

ます。本シンポジウムで得られる成果も、その取組みのなかで積極的に活用されるものであり、こ

のタイミングで本シンポジウムが開催されることは大変意義深く、貴重な機会と捉えており、大き

な期待を寄せているところです。

本シンポジウムでは、１０年以上にわたるこの調査で得られた様々なデータや知見、取組みを

発表いたします。国内外からご参加いただきました多くの研究者の皆様には、それぞれの専門的

な見地からそれらをご検討いただき、活発な議論とご意見を賜れば幸いです。

本シンポジウムが、本日ご参加の皆様にとって有意義な場となりますことを祈念し、開会の挨

拶といたします。

主催者挨拶
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福島県知事

内堀 雅雄（代読 鈴木 正晃 副知事）

はじめに、長引く新型コロナウイルス感染症対策のため、最前線で献身的に御尽力いただい

ている医療関係者の皆様に、心から敬意と感謝の意を表します。

また、県民の皆様、事業者の皆様におかれましては、新型感染症の拡大防止のため、長期間に

わたって御理解、御協力を頂いており、改めて御礼を申し上げます。

県といたしましても、県民の皆様の命と健康を守るため、そして、県民生活の安全・安心の確

保に向け、引き続き、全庁一丸となって取り組んでまいります。

改めまして、福島県立医科大学「県民健康調査」国際シンポジウムの開催に当たり、御挨拶を

申し上げます。

国内外から御参加を頂きました皆様におかれましては、それぞれの調査・研究を通して福島の

復興と地方創生の推進に御尽力を頂いておりますとともに、本県に対する格別の御理解、御支

援を賜り、改めて厚く御礼を申し上げます。

福島県では、東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、県民の将来にわたる健康の

維持・増進を図るため、福島県立医科大学の御協力の下、県民健康調査を行っております。

原発事故から間もなく十二年が経過する中、放射線の健康影響などに対する捉え方も変化し

てきており、県民の皆様を始め、国内外の皆様に向けて、分かりやすく、正確な情報を発信して

いくことが重要であると考えております。

こうした中、本シンポジウムにおいては、県民健康調査を通じて得られた最新の知見や、ヘル

スリテラシー†の推進などに関する講演、さらにはパネルディスカッションが行われます。様々な議

論が交わされることで、科学的な知見の新たな展開と、国内外に向けて最新の情報が発信され

ることを大いに期待しております。

県といたしましても、引き続き、福島県立医科大学と緊密に連携しながら、県民の皆様が抱え

る不安の解消に努めるとともに、県民の健康維持・増進に向け、しっかりと取り組んでまいります

ので、皆様には、引き続き、お力添えを賜りますようお願い申し上げます。

結びに、本シンポジウムが実り多いものになりますとともに、御参会の皆様のますますの御健

勝、御活躍を心からお祈り申し上げ、挨拶といたします。

福島県知事挨拶
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オープニングセッション 

主催者挨拶     竹之下 誠一（福島県立医科大学理事長兼学長） 

福島県知事挨拶 内堀 雅雄（代読 鈴木 正晃 福島県副知事） 
 
登壇者プロフィール一覧 
 
イントロダクション 今年度報告された福島県「県民健康調査」の成果概要 

座長：大戸 斉（福島県立医科大学）、講演：神谷 研二（福島県立医科大学、広島大学） 

 

セッション１ 科学的エビデンスから私たちの健康を考える 

座長： 大平 哲也（福島県立医科大学）、石川 徹夫（福島県立医科大学） 

1-1 基調講演 甲状腺がんの原因と傾向を理解する 

キャリー・M・キタハラ（米国国立がん研究所）  

1-2 甲状腺検査において明らかになっている甲状腺がん発症に関連している因子 

志村 浩己（福島県立医科大学） 

1-3 福島県「県民健康調査」でみた生活習慣病のエビデンス 

島袋 充生（福島県立医科大学） 

1-4 福島災害後の被災者に対するリモート・サポートについて：ここから調査に基づく電話介入 

前田 正治（福島県立医科大学） 

1-5 福島第一原子力発電所事故後の外部被ばくが妊婦における周産期予後に及ぼす影響： 

福島県「県民健康調査」 

安田 俊（福島県立医科大学） 

ディスカッション 

 

セッション２ 暮らしと未来につなげるヘルスコミュニケーションを考える 

座長： 坪倉 正治（福島県立医科大学）、田巻 倫明（福島県立医科大学） 

2-1 基調講演 ヘルスリテラシー：情報、ケア、サービスへのアクセス向上 

リマ・E・ラッド （ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院） 

質疑応答（質問者：後藤 あや） 

2-2 ヘルスリテラシーの推進：福島から世界へ 

後藤 あや（福島県立医科大学） 

2-3 「協働」のまちづくり―“ふくしのまち 実現”を目指して― 

佐藤 努（福島県楢葉町議会） 

2-4 東京電力福島第一原子力発電所事故後の風評被害と流通の課題 

関谷 直也（東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター） 

ディスカッション 

 

クロージングセッション  

閉会挨拶 挾間 章博（福島県立医科大学副理事長） 
------------------------------------------------------------------------------------------ 
開催の記録 
アンケート結果 
付録① 福島県「県民健康調査」の概要について 
付録② 甲状腺検査について 
付録③ 国際機関について（放射線防護体系） 
用語集 

------------------------------------------------------------------------------------------ 
総合司会所感「これからも伝え続けていくために-Keeping the lines of communication-」 

ノレット・ケネス（福島県立医科大学） 
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イントロダクション
座長

大戸 斉 OHTO Hitoshi
福島県立医科大学 総括副学長

同放射線医学県民健康管理センター 総括

副センター長／健康調査基本部門長

1977（昭和52）年 福島県立医科大学医学部卒業、1984

（昭和59）年 医学博士(東京大学)、1987（昭和62）年 福

島県立医科大学助教授、1994（平成６）年 文部省在外研究

員（カリフォルニア大学サンフランシスコ校）、2000（平成12）

年 福島県立医科大学教授。2010〜2014（平成22～26）

年 同大医学部長、2013〜2016（平成25～28）年 同大副

学長、2017（平成29）年より同大総括副学長。この間、日本

輸血・細胞治療学会理事長（2007〜2011（平成19～23）

年）、また2003（平成15）年 福島医学会賞、2010（平成22）

年 日本輸血細胞治療学会東北輸血医学賞、2016（平成28）

年 日本輸血細胞治療学会村上記念賞を受賞。

講演
神谷 研二 KAMIYA Kenji
福島県立医科大学 副学長

同大放射線医学県民健康管理センター長

広島大学 副学長(復興支援・被ばく医療担

当)

同大放射線災害医療総合支援センター長

1977（昭和52）年 広島大学医学部卒業、1986（昭和61）

年 同大学院博士課程病理系病理学専攻単位取得退学、

1987（昭和62）年医学博士取得。1982～1987（昭和57～

62）年 米国ウィスコンシン大学研究員等。広島大学原爆放

射能医学研究所（現・原爆放射線医科学研究所）に着任し、

放射線生物学、放射線発がん機構、緊急被ばく医療等に関

する研究に従事。1996（平成８）年 同研究所教授に就任、

2001～2005（平成13～17）年及び 2009～2013（平成

21～25）年 同研究所長併任。2004（平成16）年より現在

の広島大学放射線災害医療総合支援センター長（2022（令

和４）年に改称）、2013（平成25）年～同大副学長。福島原

子力災害後、2011（平成23）年より福島県立医科大学副学

長、2016（平成28）年に同大放射線医学県民健康管理セン

ター長に就任。また、内閣官房原子力災害専門家グループ員、

福島県放射線健康リスク管理アドバイザーを務めた。2009

（平成21）年 アジア放射線研究連合賞、2009（平成21）年

防災功労者防災担当大臣表彰、2012（平成24）年 防災功

労者内閣総理大臣表彰、2020（令和２）年 日本放射線影響

学会功績賞、2022（令和４）年 中国文化賞他を受賞。日本

放射線影響学会会長(2008～2011（平成20～23）年)、第

15回国際放射線研究連合会議(ICRR2015)事務総長、日

本学術会議会員、放射線審議会会長を務めた。現在、放射

線被曝者医療国際協力推進協議会の会長を務める。

セッション１
座長

大平 哲也 OHIRA Tetsuya
福島県立医科大学 医学部 疫学講座 主任

教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康

調査支援部門長

1990（平成２）年 福島県立医科大学医学部卒業、総合会津

中央病院池見記念心身医学センター、浜松医科大学附属病

院第二内科、共立菊川総合病院（現・菊川市立総合病院）内

科にて内科医、心療内科医として勤務後、1995（平成７）年

筑波大学大学院医学研究科環境生態系入学、1999（平成

11）年 同修了、博士（医学）取得。2000（平成 12）年 大阪

府立成人病センター集団検診第一部診療主任、2001（平成

13）年 大阪府立健康科学センター健康開発部医長、2004

～2006（平成 16～18）年 米国ミネソタ大学疫学・社会健康

学部門研究員を経て、2006（平成 18）年より大阪大学大学

院医学系研究科公衆衛生学教室に着任（医学部講師）。

2008（平成 20）年 同准教授。2013（平成 25）年 福島県

立医科大学放射線医学県民健康管理センター疫学部門教授、

2013（平成 25）年 同医学部疫学講座主任教授、現在に至

る。同放射線医学県民健康管理センター健康調査支援部門

長、同健康増進センター副センター長を兼務。

座長
石川 徹夫 ISHIKAWA Tetsuo
福島県立医科大学 医学部 放射線物理化

学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 基本

調査・線量評価室長

2013（平成25）年８月に、福島県立医科大学医学部放射線

物理化学講座の教授に着任、現在に至る。東京大学工学部

を1989（平成元）年に卒業。その後、放射線医学総合研究所

にて、環境放射線・放射能測定および線量評価に20年以上

携わった。2000（平成12）年に広島大学で博士（医学）を取

得した。

1-1 基調講演
キャリー・M・キタハラ Cari M. KITAHARA
米国国立衛生研究所（NHI）がん研究所

(NCI)

がん疫学・遺伝学研究部門

放射線疫学研究室 上級研究員

登壇者プロフィール一覧（登壇順）

米国国立がん研究所がん疫学・遺伝学部門の上級研究員で

ある。放射線被ばく後のがんのリスクおよび甲状腺がんや神

経膠腫を含む放射線感受性の高いがんの発生要因と機序に

焦点を当てた研究をしている。米国の放射線技師および１９４

０年代から１９６０年代に甲状腺機能亢進症の治療を受けた

人々を対象とする２つの大規模コホート研究で主任研究員を

務める。１６０編以上の査読付き論文を発表しており、国立が

ん研究所から優秀個人賞および研究所内イノベーション賞

を、米国甲状腺学会から２０１９（令和元）年 Van Meter 賞

を授与されている。米国甲状腺学会の公式機関誌 Thyroid
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イントロダクション
座長

大戸 斉 OHTO Hitoshi
福島県立医科大学 総括副学長

同放射線医学県民健康管理センター 総括

副センター長／健康調査基本部門長

1977（昭和52）年 福島県立医科大学医学部卒業、1984

（昭和59）年 医学博士(東京大学)、1987（昭和62）年 福

島県立医科大学助教授、1994（平成６）年 文部省在外研究

員（カリフォルニア大学サンフランシスコ校）、2000（平成12）

年 福島県立医科大学教授。2010〜2014（平成22～26）

年 同大医学部長、2013〜2016（平成25～28）年 同大副

学長、2017（平成29）年より同大総括副学長。この間、日本

輸血・細胞治療学会理事長（2007〜2011（平成19～23）

年）、また2003（平成15）年 福島医学会賞、2010（平成22）

年 日本輸血細胞治療学会東北輸血医学賞、2016（平成28）

年 日本輸血細胞治療学会村上記念賞を受賞。

講演
神谷 研二 KAMIYA Kenji
福島県立医科大学 副学長

同大放射線医学県民健康管理センター長

広島大学 副学長(復興支援・被ばく医療担

当)

同大放射線災害医療総合支援センター長

1977（昭和52）年 広島大学医学部卒業、1986（昭和61）

年 同大学院博士課程病理系病理学専攻単位取得退学、

1987（昭和62）年医学博士取得。1982～1987（昭和57～

62）年 米国ウィスコンシン大学研究員等。広島大学原爆放

射能医学研究所（現・原爆放射線医科学研究所）に着任し、

放射線生物学、放射線発がん機構、緊急被ばく医療等に関

する研究に従事。1996（平成８）年 同研究所教授に就任、

2001～2005（平成13～17）年及び 2009～2013（平成

21～25）年 同研究所長併任。2004（平成16）年より現在

の広島大学放射線災害医療総合支援センター長（2022（令

和４）年に改称）、2013（平成25）年～同大副学長。福島原

子力災害後、2011（平成23）年より福島県立医科大学副学

長、2016（平成28）年に同大放射線医学県民健康管理セン

ター長に就任。また、内閣官房原子力災害専門家グループ員、

福島県放射線健康リスク管理アドバイザーを務めた。2009

（平成21）年 アジア放射線研究連合賞、2009（平成21）年

防災功労者防災担当大臣表彰、2012（平成24）年 防災功

労者内閣総理大臣表彰、2020（令和２）年 日本放射線影響

学会功績賞、2022（令和４）年 中国文化賞他を受賞。日本

放射線影響学会会長(2008～2011（平成20～23）年)、第

15回国際放射線研究連合会議(ICRR2015)事務総長、日

本学術会議会員、放射線審議会会長を務めた。現在、放射

線被曝者医療国際協力推進協議会の会長を務める。

セッション１
座長

大平 哲也 OHIRA Tetsuya
福島県立医科大学 医学部 疫学講座 主任

教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康

調査支援部門長

1990（平成２）年 福島県立医科大学医学部卒業、総合会津

中央病院池見記念心身医学センター、浜松医科大学附属病

院第二内科、共立菊川総合病院（現・菊川市立総合病院）内

科にて内科医、心療内科医として勤務後、1995（平成７）年

筑波大学大学院医学研究科環境生態系入学、1999（平成

11）年 同修了、博士（医学）取得。2000（平成 12）年 大阪

府立成人病センター集団検診第一部診療主任、2001（平成

13）年 大阪府立健康科学センター健康開発部医長、2004

～2006（平成 16～18）年 米国ミネソタ大学疫学・社会健康

学部門研究員を経て、2006（平成 18）年より大阪大学大学

院医学系研究科公衆衛生学教室に着任（医学部講師）。

2008（平成 20）年 同准教授。2013（平成 25）年 福島県

立医科大学放射線医学県民健康管理センター疫学部門教授、

2013（平成 25）年 同医学部疫学講座主任教授、現在に至

る。同放射線医学県民健康管理センター健康調査支援部門

長、同健康増進センター副センター長を兼務。

座長
石川 徹夫 ISHIKAWA Tetsuo
福島県立医科大学 医学部 放射線物理化

学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 基本

調査・線量評価室長

2013（平成25）年８月に、福島県立医科大学医学部放射線

物理化学講座の教授に着任、現在に至る。東京大学工学部

を1989（平成元）年に卒業。その後、放射線医学総合研究所

にて、環境放射線・放射能測定および線量評価に20年以上

携わった。2000（平成12）年に広島大学で博士（医学）を取

得した。

1-1 基調講演
キャリー・M・キタハラ Cari M. KITAHARA
米国国立衛生研究所（NHI）がん研究所

(NCI)

がん疫学・遺伝学研究部門

放射線疫学研究室 上級研究員

登壇者プロフィール一覧（登壇順）

米国国立がん研究所がん疫学・遺伝学部門の上級研究員で

ある。放射線被ばく後のがんのリスクおよび甲状腺がんや神

経膠腫を含む放射線感受性の高いがんの発生要因と機序に

焦点を当てた研究をしている。米国の放射線技師および１９４

０年代から１９６０年代に甲状腺機能亢進症の治療を受けた

人々を対象とする２つの大規模コホート研究で主任研究員を

務める。１６０編以上の査読付き論文を発表しており、国立が

ん研究所から優秀個人賞および研究所内イノベーション賞

を、米国甲状腺学会から２０１９（令和元）年 Van Meter 賞

を授与されている。米国甲状腺学会の公式機関誌 Thyroid

誌の編集委員も務める。

1-2 講演
志村 浩己 SHIMURA Hiroki
福島県立医科大学 医学部 臨床検査医学

講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 甲状

腺検査部門長

1986（昭和61）年 山梨医科大学医学部卒業、1991（平成３）

年 山梨医科大学大学院修了（内分泌・代謝学専攻）。1991

～1994（平成３～６）年 米国国立衛生研究所に留学。帰国

後、山梨医科大学第三内科に所属し、内分泌代謝疾患の教

育・診療と甲状腺学の研究に従事。2013（平成２５）年 福島

県立医科大学医学部臨床検査医学講座主任教授に就任。就

任と同時に放射線医学県民健康管理センター内の副室長と

して甲状腺検査にも従事。2018（平成３０）年より同センター

甲状腺検査部門長に就任。

1-3 講演
島袋 充生 SHIMABUKURO Michio
福島県立医科大学 医学部 糖尿病内分泌

代謝内科学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康

診査・健康増進室長

1987（昭和62）年 琉球大学医学科卒業、1995（平成７）年

米国テキサス大学サウスウェスタンメディカルセンター博士研

究員、1999（平成11）年 琉球大学医学部附属病院 講師、

2011（平成23）年 徳島大学大学院 心臓血管病態医学分

野 特任教授、糖尿病臨床・研究開発センター 病態・治療研

究分野長（兼務）、2016（平成28）年 福島県立医科大学 糖

尿病・内分泌・代謝内科学講座 主任教授、2017（平成29）

年 福島県立医科大学 生活習慣病・慢性腎臓病（CKD）講

座 教授（兼務）、2021（令和３）年 同放射線医学県民健康

管理センター 健康診査・健康増進室長 (兼務)、2021（令

和３）年 同先端地域生活習慣病治療学講座 教授 (兼務)。

1-4 講演
前田 正治 MAEDA Masaharu
福島県立医科大学 医学部 災害こころの医

学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康

調査県民支援部門長

同部門こころの健康度・生活習慣調査支援

室長

1984（昭和59）年 久留米大学医学部卒業。同大准教授を

経て、2013（平成25）年より現職。専攻は災害精神医学、精

神医学的リハビリテーション。ガルーダ航空機墜落事故

（1996（平成８）年）、えひめ丸米原潜沈没事故（2001（平成

13）年）等で被災者の精神保健調査・支援の責任者を務め、

現在は福島において、県民健康調査やふくしま心のケアセン

ターの活動に従事している。日本トラウマティック・ストレス学

会会長を2010（平成22）年から3年間務めた。著書として、

『心的トラウマの理解とケア』（じほう出版）、『生き残るという

こと』（星和書店）、『PTSDの伝え方：トラウマ臨床と心理教育』

（誠信書房）、『福島原発事故がもたらしたもの』（誠信書房）

ほか。

1-5 講演
安田 俊 YASUDA Shun
福島県立医科大学 医学部 産科婦人科

学講座/周産期小児地域医療支援講座

講師

同放射線医学県民健康管理センター 妊

産婦調査室副室長

2004（平成１６）年 福島県立医科大学を卒業。同医大附属

病院で初期臨床研修後、2006（平成１８）年 産科婦人科学

講座に入局。３年半の竹田綜合病院での研修後、2009（平

成２１）年より医大で臨床経験を積み重ね、研究では胎児生

理学研究を行い、2014（平成２６）年学位取得。その間震災

を医大附属病院で手術中に経験し、当初より県民健康調査

に参加した。2016（平成２８）年から３年半の国立病院機構

福島病院、公立岩瀬病院での産婦人科診療を経験後、再度

医大での診療に戻り現在に至る。

日本産科婦人科学会専門医/指導医、日本周産期新生児学

会専門医/指導医、母体保護法指定医、他

セッション２
座長

坪倉 正治 TSUBOKURA Masaharu
福島県立医科大学 医学部 放射線健康管

理学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 健

康コミュニケーション室長

2006（平成18）年３月に東京大学医学部を卒業した後、千

葉県・都内の病院にて血液内科医として勤務。2011（平成

23）年３月の東日本大震災発生以降、南相馬市立総合病

院・相馬中央病院・ひらた中央病院を拠点に主にホールボデ

ィーカウンターを用いた内部被ばく検査を中心とする医療支

援に従事。診療を行う傍ら、放射線に関する計測や被ばくを

心配する被災者の健康相談、福島県および市町村の放射線

対策にも関わっている。2020（令和２）年６月より福島県立

医科大学放射線健康管理学講座主任教授、放射線医学県

民健康管理センター健康コミュニケーション室長。

座長
田巻 倫明 TAMAKI Tomoaki
福島県立医科大学 医学部 健康リスクコミ

ュニケーション学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター リス

クコミュニケーション室長

1998（平成10）年 米国スタンフォード大学卒業（生物学専

攻）、2003（平成15）年 群馬大学医学部卒業、2008（平成

20）年 日本医学放射線学会 放射線治療専門医、2009

（平成21）年 医学博士（群馬大学大学院）、2010～2011

（平成22～23）年 国際原子力機関コンサルタント、2011

（平成23）年 群馬大学大学院助教、2014（平成26）年 埼

玉医科大学国際医療センター講師、2015（平成27）年 福島

県立医科大学 放射線腫瘍学講座 准教授、2021（令和３）

年 同大 健康リスクコミュニケーション学講座 主任教授（現

職）。2014（平成26）年より、RCA（原子力科学技術に関す

る研究、開発及び訓練のための地域協力協定）のプログラム

諮問委員として、国際原子力機関のアジア地域技術協力プロ

ジェクトに関与。

2023年福島県立医科大学「県民健康調査」国際シンポジウム報告書
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座長：大戸 斉（福島県立医科大学）

今年度報告された福島県「県民健康調査」の成果概要

神谷 研二（福島県立医科大学、広島大学）

イントロダクション

2-1 基調講演
リマ・E・ラッド Rima E. RUDD
ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学

院

社会・行動科学研究科 名誉上級講師（ヘル

スリテラシー・健康教育・健康政策担当）

2-2 講演
後藤 あや GOTO Aya
福島県立医科大学 総合科学教育研究セン

ター 教授

同放射線医学県民健康管理センター 妊産

婦調査室副室長

山形大学医学部卒、ハーバード大学公衆衛生大学院におい

て公衆衛生修士（MPH）を取得後、山形大学大学院におい

て医学博士を取得。2000～2001（平成12～13）年（11か

月） ポピュレーションカウンシル・ベトナム支部勤務を経て、

2002～2016（平成14～28）年 福島県立医科大学公衆衛

生学講座に所属。現在は同大学総合科学教育研究センター

および大学院医学研究科国際地域保健学教授、同放射線医

学県民健康管理センター妊産婦調査室副室長。2012～

2013（平成24～25）年（10か月）にはハーバード公衆衛生

大学院にて武見フェローとして研究に従事。家族計画や育児

支援に関する疫学研究を地域の保健師と協働して行い、最

近では英国ランカスター大学と共同で学童期の子どもを対象

に参加型健康教育を展開している。人材育成活動として、福

島県ではヘルスリテラシー研修を保健医療従事者対象に、ベ

トナムでは疫学研修を現地の医師生涯教育認定研修に組み

入れて継続して実施している。

2-3 講演
佐藤 努 SATOH Tsutomu
福島県楢葉町議会議員

特別養護老人施設 「リリー園」 生活相談

員

楢葉町まちづくりサポート団体「ナラノハ」

代表

障がい者施設「シェルパ」ヘルパー

地域課題を考え発信する「social ANBEI

（アンベイ）」代表

福島県双葉郡楢葉町在住。県立双葉高等学校卒業後、上京

し飲食店勤務を経験したのち、双葉郡に戻り介護職に就く。

2011（平成23）年東日本大震災と原発事故により被災。当

時、楢葉町のデイサービスセンターで生活相談員兼介護主任

として勤務していたが、会社とともに千葉に避難。その後、あ

まり弾けないギターを抱え、自作の曲を歌いながら各地で福

島の現状を伝える活動や、仮設住宅での座談会などを行う。

2012～2020（平成24～令和２）年 いわき市の特別養護

老人施設 生活相談職として勤務。2014（平成26）年〜 楢

葉町まちづくりサポート団体「ナラノハ」 を設立。2020（令和

２）年〜地域課題を考え発信する「social ANBEI（ソーシャ

ルアンベイ）」 設立。2021（令和３）年〜障がい者施設「シェ

ルパ」 ヘルパー勤務。2021（令和３）年〜 楢葉町議会議員

として活動。2022（令和４）年６月〜 特別養護老人施設「リ

リー園」 生活相談職として勤務。

2-4 講演
関谷 直也 SEKIYA Naoya
東京大学大学院情報学環総合防災情報研

究センター 准教授

東日本大震災・原子力災害伝承館 研究部

門 上級研究員

東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター・准教

授。東日本大震災・原子力災害伝承館研究部門・上級研究

員。慶應義塾大学卒業、東京大学大学院人文社会系研究科

社会情報学専門分野単位取得退学。博士（社会情報学）。専

門は自然災害、原子力災害の社会心理学。2018（平成 30）

年東京大学卓越研究員。2020（令和２）年東京大学総長補

佐。

内閣官房東京電力福島原子力発電所における事故調査・検

証委員会政策・技術調査参事、経済産業省多核種除去設備

等処理水の取扱いに関する小委員会委員、新潟県原子力災

害時の避難方法に関する検証委員会委員長、等を歴任。

著書に『風評被害―そのメカニズムを考える』『「災害」の社会

心理』『災害情報―東日本大震災からの教訓』。

総合司会
ノレット・ケネス Kenneth NOLLET
福島県立医科大学 放射線医学県民健康

管理センター

同医学部 輸血・移植免疫学講座 教授

米国ミネソタ州のメイヨークリニック（メイヨー医科大学）で医

師免許と医学博士号を取得後、同クリニックに病理学と輸血

学専門の研修医として勤務。その後、アメリカ赤十字社北中

部血液センターに勤務し、同時にミネアポリス退役軍人医療

センター血液バンクの医長およびミネソタ大学助教授に就任。

カリフォルニア州サクラメント血液センターのポール・ホランド

博士の招へいにより同センターの副医長に就任し、その後、

オーストラリア赤十字社血液サービスのジョアン・ピンク 博士

の紹介で全豪医学教育プログラムの責任者として採用され、

輸血学専門家としてクイーンズランド州に勤務。

2008（平成20）年 福島県立医科大学医学部輸血・移植免

疫学講座の大戸斉教授（当時）に招へいされ、同講座講師に

着任、同講座准教授を経て、2013（平成25）年同講座と放

射線医学県民健康管理センターの教授に就任。東日本大震

災後、米国からの避難勧奨を受けるも福島に残り、福島医大

の災害復興活動に従事。2020（令和２）年には日本の永住

権も取得し、今後も福島県の長期的復興に協力していきたい

と考えている。

３５年にわたりハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院

で教鞭をとり、現在は名誉上級講師。ヘルスリテラシー、特に

健康情報・プログラム・ケアに対する障壁を取り除くことで健

康格差や不公平を減らすことに焦点を当てた研究・教育を

行ってきた。ヘルスリテラシー研究創始者の１人であり、同分

野をけん引する研究者の１人として、ヘルスリテラシーに特化

した初の大学院コースの開設および指導に尽力。２００３（平

成１５）年行動指針の起草者、２００４（平成１６）年米国医学研

究所（IOM）ヘルスリテラシー委員会メンバーを務めた。医療

政策レポート、白書、調査研究等、執筆・寄稿も多数。数的理

解力やその他の重要な要素（保健医療従事者のコミュニケー

ションスキル、健康に関する資料や業務の複雑さ、保健医療

機関や保健医療システムの特性等）にも着目したヘルスリテ

ラシーの概念拡大に貢献している。現在、複数の非営利団体

でシニアアドバイザーを務めるほか、国内外の研究・政策立

案に携わっている。
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座長：大戸 斉（福島県立医科大学）
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リマ・E・ラッド Rima E. RUDD
ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学

院

社会・行動科学研究科 名誉上級講師（ヘル

スリテラシー・健康教育・健康政策担当）

2-2 講演
後藤 あや GOTO Aya
福島県立医科大学 総合科学教育研究セン

ター 教授

同放射線医学県民健康管理センター 妊産

婦調査室副室長

山形大学医学部卒、ハーバード大学公衆衛生大学院におい

て公衆衛生修士（MPH）を取得後、山形大学大学院におい

て医学博士を取得。2000～2001（平成12～13）年（11か

月） ポピュレーションカウンシル・ベトナム支部勤務を経て、

2002～2016（平成14～28）年 福島県立医科大学公衆衛

生学講座に所属。現在は同大学総合科学教育研究センター

および大学院医学研究科国際地域保健学教授、同放射線医

学県民健康管理センター妊産婦調査室副室長。2012～

2013（平成24～25）年（10か月）にはハーバード公衆衛生

大学院にて武見フェローとして研究に従事。家族計画や育児

支援に関する疫学研究を地域の保健師と協働して行い、最

近では英国ランカスター大学と共同で学童期の子どもを対象

に参加型健康教育を展開している。人材育成活動として、福

島県ではヘルスリテラシー研修を保健医療従事者対象に、ベ

トナムでは疫学研修を現地の医師生涯教育認定研修に組み

入れて継続して実施している。

2-3 講演
佐藤 努 SATOH Tsutomu
福島県楢葉町議会議員

特別養護老人施設 「リリー園」 生活相談

員

楢葉町まちづくりサポート団体「ナラノハ」

代表

障がい者施設「シェルパ」ヘルパー

地域課題を考え発信する「social ANBEI

（アンベイ）」代表

福島県双葉郡楢葉町在住。県立双葉高等学校卒業後、上京

し飲食店勤務を経験したのち、双葉郡に戻り介護職に就く。

2011（平成23）年東日本大震災と原発事故により被災。当

時、楢葉町のデイサービスセンターで生活相談員兼介護主任

として勤務していたが、会社とともに千葉に避難。その後、あ

まり弾けないギターを抱え、自作の曲を歌いながら各地で福

島の現状を伝える活動や、仮設住宅での座談会などを行う。

2012～2020（平成24～令和２）年 いわき市の特別養護

老人施設 生活相談職として勤務。2014（平成26）年〜 楢

葉町まちづくりサポート団体「ナラノハ」 を設立。2020（令和

２）年〜地域課題を考え発信する「social ANBEI（ソーシャ

ルアンベイ）」 設立。2021（令和３）年〜障がい者施設「シェ

ルパ」 ヘルパー勤務。2021（令和３）年〜 楢葉町議会議員

として活動。2022（令和４）年６月〜 特別養護老人施設「リ

リー園」 生活相談職として勤務。

2-4 講演
関谷 直也 SEKIYA Naoya
東京大学大学院情報学環総合防災情報研

究センター 准教授

東日本大震災・原子力災害伝承館 研究部

門 上級研究員

東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター・准教

授。東日本大震災・原子力災害伝承館研究部門・上級研究

員。慶應義塾大学卒業、東京大学大学院人文社会系研究科

社会情報学専門分野単位取得退学。博士（社会情報学）。専

門は自然災害、原子力災害の社会心理学。2018（平成 30）

年東京大学卓越研究員。2020（令和２）年東京大学総長補

佐。

内閣官房東京電力福島原子力発電所における事故調査・検

証委員会政策・技術調査参事、経済産業省多核種除去設備

等処理水の取扱いに関する小委員会委員、新潟県原子力災

害時の避難方法に関する検証委員会委員長、等を歴任。

著書に『風評被害―そのメカニズムを考える』『「災害」の社会

心理』『災害情報―東日本大震災からの教訓』。

総合司会
ノレット・ケネス Kenneth NOLLET
福島県立医科大学 放射線医学県民健康

管理センター

同医学部 輸血・移植免疫学講座 教授

米国ミネソタ州のメイヨークリニック（メイヨー医科大学）で医

師免許と医学博士号を取得後、同クリニックに病理学と輸血

学専門の研修医として勤務。その後、アメリカ赤十字社北中

部血液センターに勤務し、同時にミネアポリス退役軍人医療

センター血液バンクの医長およびミネソタ大学助教授に就任。

カリフォルニア州サクラメント血液センターのポール・ホランド

博士の招へいにより同センターの副医長に就任し、その後、

オーストラリア赤十字社血液サービスのジョアン・ピンク 博士

の紹介で全豪医学教育プログラムの責任者として採用され、

輸血学専門家としてクイーンズランド州に勤務。

2008（平成20）年 福島県立医科大学医学部輸血・移植免

疫学講座の大戸斉教授（当時）に招へいされ、同講座講師に

着任、同講座准教授を経て、2013（平成25）年同講座と放

射線医学県民健康管理センターの教授に就任。東日本大震

災後、米国からの避難勧奨を受けるも福島に残り、福島医大

の災害復興活動に従事。2020（令和２）年には日本の永住

権も取得し、今後も福島県の長期的復興に協力していきたい

と考えている。

３５年にわたりハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院

で教鞭をとり、現在は名誉上級講師。ヘルスリテラシー、特に

健康情報・プログラム・ケアに対する障壁を取り除くことで健

康格差や不公平を減らすことに焦点を当てた研究・教育を

行ってきた。ヘルスリテラシー研究創始者の１人であり、同分

野をけん引する研究者の１人として、ヘルスリテラシーに特化

した初の大学院コースの開設および指導に尽力。２００３（平

成１５）年行動指針の起草者、２００４（平成１６）年米国医学研

究所（IOM）ヘルスリテラシー委員会メンバーを務めた。医療

政策レポート、白書、調査研究等、執筆・寄稿も多数。数的理

解力やその他の重要な要素（保健医療従事者のコミュニケー

ションスキル、健康に関する資料や業務の複雑さ、保健医療

機関や保健医療システムの特性等）にも着目したヘルスリテ

ラシーの概念拡大に貢献している。現在、複数の非営利団体

でシニアアドバイザーを務めるほか、国内外の研究・政策立

案に携わっている。
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神谷 研二

福島県立医科大学 副学長

同大放射線医学県民健康管理センター長

広島大学 副学長(復興支援・被ばく医療担当) 

同大放射線災害医療総合支援センター長

福島県立医科大学放射線医学県民健康管

理センターは、福島原発事故後の県民の健康

を見守るための「県民健康調査」を福島県か

らの委託事業として実施している。今年度も

コロナ禍のために調査の実施は遅滞を余儀

なくされたが、県民の皆さまのご協力のお陰

で、調査に大きな影響のない範囲で事業を実

施できた。講演では、今年度報告した成果を

中心に述べるが、調査結果の概要は昨年度

の結果と同様であり、現在までに明らかにさ

れた所見をさらに確認するものである。

「県民健康調査」は、外部被ばく線量を推

定する基本調査と県民の健康状態を把握す

るための詳細調査で構成されている。詳細調

査では、甲状腺†検査、健康診査、こころの健

康度・生活習慣に関する調査、及び妊産婦に

関する調査を実施している。

基本調査では、事故後４か月間の外部被

ばく線量を推定した住民数は約４６．７万人に

達したが、結果概要は昨年度の報告と変わら

ず、99.8%の住民は 5mSv 未満であった

（スライド１）。甲状腺検査では、検査５回目ま

での検査と２５歳時の節目検査が行われ、合

計２９６人に悪性/悪性疑いの甲状腺腫瘍が

見つかった（スライド２）。検討委員会/甲状腺

検査評価部会では、３回目までの結果を解析

し、甲状腺がんと放射線被ばくの間に有意な

関連は観察されない旨の評価を行っている。

評価部会では更に評価の精度を高めるため

解析法の改善に取り組んでおり、今年度は、

コホート†内症例対照研究による解析が行わ

れた（スライド３）。甲状腺検査では、検査の利

益と不利益を説明し、検査の任意性を担保し

た上で検査を行う必要があるが、今年度もさ

らにそれを充実する取り組みを行った。スライ

ド４に甲状腺検査の利益と不利益を周知する

主な取り組みを示した。健康診査では、昨年

度の結果に比べて肥満、高血圧、空腹時血糖

100mg/dL 以上、脂質異常、肝機能障害等

を示す主に４０歳以上の住民割合の増加が認

められた。スライド５に今までの結果を纏めた。

一方、こころの健康度・生活習慣に関する調

査では、K６†評価により全般的精神健康度の

低い人や PCL†評価によりトラウマ関連症状

が強い人、SDQ†評価により問題行動等のた

め支援が必要な子どもの割合は、事故直後

は一般集団より高かった。この割合は経年的

に減少しているが、その傾向は 2020（令和２）

年度も継続していた。スライド６に子どもの

SDQ の結果を示した。全般的精神健康度は、

県外に避難した住人の方が県内避難の住民

より低い傾向があった。原発事故の放射線被

ばくにより遺伝的影響の可能性があると考え

る住民の割合も県外避難の住人の方が多い

傾向があった（スライド７）。2020（令和２）年

度の妊産婦に関する調査に於いても、早産率、

低出生体重児率、先天奇形発生率等は、全

国的なデータとは差がなかった（スライド８）。

これらの所見について日本疫学会の専門家

に意見を求め、検討委員会と同様な見解を得

た。母親のうつ傾向割合の減少は、2020（令

和２）年度にも認められた。同時に、本調査で

は各検査結果に基づき住民に必要な支援を

行っている。

イントロダクション
今年度報告された福島県「県民健康調査」の成果概要
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座長：大平 哲也（福島県立医科大学）、石川 徹夫（福島県立医科大学）

セッション１

科学的エビデンスから私たちの健康を考える

１－１ 基調講演 甲状腺がんの原因と傾向を理解する

キャリー・M・キタハラ（米国国立がん研究所）

１－２ 甲状腺検査において明らかになっている甲状腺がん発症に関連している因子

志村 浩己（福島県立医科大学）

１－３ 福島県「県民健康調査」でみた生活習慣病のエビデンス

島袋 充生（福島県立医科大学）

１－４ 福島災害後の被災者に対するリモート・サポートについて：

ここから調査に基づく電話介入

前田 正治（福島県立医科大学）

１－５ 福島第一原子力発電所事故後の外部被ばくが妊婦における周産期予後に

及ぼす影響：福島県「県民健康調査」

安田 俊（福島県立医科大学）

ディスカッション

座 長：大平 哲也、石川 徹夫

登壇者：キャリー・M・キタハラ、志村 浩己、島袋 充生、前田 正治

安田 俊
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キャリー・M・キタハラ

米国国立衛生研究所（NHI）がん研究所(NCI)

がん疫学・遺伝学研究部門

放射線疫学研究室 上級研究員

１９７０年代以降、甲状腺†がんの罹患率は、

国による程度の差はあるものの世界各国で

大幅に増加している。甲状腺がんの世界的な

増加は、その大部分において、近年における

微小な、緩徐進行性の甲状腺腫瘍を発見し、

診断する能力の向上による“診断エピデミッ

ク†（続発的診断）”であると考えられている。

２００８（平成２０）年および２０１２（平成２４）年

までに、米国や韓国など、特定の富裕国にお

いて甲状腺がんと診断された中では、７５％

超が過剰診断†に起因すると推定されている。

日本においては、境界型病変†を悪性と診

断しない、微小な結節の細胞診はしない、不

必要な治療はしないという取り組みが長期的

かつ協調的に行われているため、過剰診断に

起因すると推定される症例は比較的低い（～

50％）。（スライド 1～4）

米国では、進行甲状腺がん罹患率の上昇

と、甲状腺がんによる特定疾患死亡率の僅か

な上昇が観察されており、過剰診断に加えて、

実際に疾患が増加している可能性が提起さ

れている。しかし、環境や生活習慣のリスク要

因が、 集団レベルの傾向に与える影響は明

らかではなく、世界各国における甲状腺がん

罹患率の著しい地理的差異は、複合的な要

因によるものと考えられている。 小児期にお

ける放射線の被ばくは、本疾患の最も確立し

た、且つ修正可能なリスク因子ある。１９８０年

代初頭から２０００年代半ばにかけて、小児お

よび成人集団の両方において、コンピュータ

断層撮影（CT）やその他の画像診断検査数

が急激に増加したことから、放射線画像診断

は臨床的に妥当な場合にのみ行い、可能な限

り被ばく線量を低く抑えることを目的とした放

射線教育と放射線の安全利用の組織的な活

動が展開された。

過去２０年間にわたる大規模な疫学調査か

ら得られたエビデンスの蓄積により、現在で

は、肥満が甲状腺がんの推定原因の 1 つとし

て考えられている。最近の研究において、米

国やオーストラリアなどの各国における甲状

腺がん罹患率の推移に、肥満有病率が大きく

関与している可能性が示唆されている。

内分泌かく乱化学物質, 喫煙、 外因性エ

ストロゲンの使用、 或いは食餌性ヨード（の

欠乏および過剰摂取）など、他のいくつかの

要因も甲状腺がんの発症と因果関係がある

という仮説があるが、これらの関連性を深く

理解するには、 より質の高い強力な疫学研

究が必要である。

チョルノービリ（チェルノブイリ）原発事故に

よる小児の放射線被ばくは、甲状腺がんの増

加と関連しているが、チョルノービリ原発事故

と福島第一原発事故には、いくつかの重要な

違いがある。特に、チョルノービリ原発事故に

よるヨウ素１３１の放出量は、福島第一原発事

故のそれと比べて約１０倍多かった。 これは、

事故の性質や日本政府による避難指示、安

定ヨウ素剤の配布、食物流通の管理統制等

への迅速な対応によるものである。 また、伝

統的な日本食はヨウ素が豊富で、甲状腺の放

射性ヨウ素の取り込みを抑制する。

したがって、過剰診断と過剰治療を避ける

こと（これは県民健康調査・甲状腺検査の優

先事項とされてきた）、また若年世代の肥満を

避けることが、甲状腺がんの基本的な予防に

最も効果的な手段であると考えられる。（スラ

イド 5～8）

1-1 甲状腺がんの原因と傾向を理解する
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た、且つ修正可能なリスク因子ある。１９８０年

代初頭から２０００年代半ばにかけて、小児お

よび成人集団の両方において、コンピュータ

断層撮影（CT）やその他の画像診断検査数

が急激に増加したことから、放射線画像診断

は臨床的に妥当な場合にのみ行い、可能な限

り被ばく線量を低く抑えることを目的とした放

射線教育と放射線の安全利用の組織的な活

動が展開された。

過去２０年間にわたる大規模な疫学調査か

ら得られたエビデンスの蓄積により、現在で

は、肥満が甲状腺がんの推定原因の 1 つとし

て考えられている。最近の研究において、米

国やオーストラリアなどの各国における甲状

腺がん罹患率の推移に、肥満有病率が大きく

関与している可能性が示唆されている。

内分泌かく乱化学物質, 喫煙、 外因性エ

ストロゲンの使用、 或いは食餌性ヨード（の

欠乏および過剰摂取）など、他のいくつかの

要因も甲状腺がんの発症と因果関係がある

という仮説があるが、これらの関連性を深く

理解するには、 より質の高い強力な疫学研

究が必要である。

チョルノービリ（チェルノブイリ）原発事故に

よる小児の放射線被ばくは、甲状腺がんの増

加と関連しているが、チョルノービリ原発事故

と福島第一原発事故には、いくつかの重要な

違いがある。特に、チョルノービリ原発事故に

よるヨウ素１３１の放出量は、福島第一原発事

故のそれと比べて約１０倍多かった。 これは、

事故の性質や日本政府による避難指示、安

定ヨウ素剤の配布、食物流通の管理統制等

への迅速な対応によるものである。 また、伝

統的な日本食はヨウ素が豊富で、甲状腺の放

射性ヨウ素の取り込みを抑制する。

したがって、過剰診断と過剰治療を避ける

こと（これは県民健康調査・甲状腺検査の優

先事項とされてきた）、また若年世代の肥満を

避けることが、甲状腺がんの基本的な予防に

最も効果的な手段であると考えられる。（スラ

イド 5～8）

1-1 甲状腺がんの原因と傾向を理解する

Age standardized incidence (World), Females
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志村 浩己

福島県立医科大学 医学部 臨床検査医学講座 主任

教授

同放射線医学県民健康管理センター 甲状腺検査部

門長

現在、福島県「県民健康調査」甲状腺†検査

は、先行検査および本格検査（検査２〜３回

目）まで終了し、本格検査（検査４回目）およ

び２５歳の節目の検査の一部は結果がまとま

りつつある。これらの結果のこれまでの分析

結果において、甲状腺がん発見と関連してい

るいくつかの因子が明らかになっている。

細胞診にて悪性ないし悪性疑いと診断され

た結節は、年齢が上昇するほど多く発見され

る傾向が先行検査から本格検査まで一貫し

てみられている（スライド１）。また、すべての検

査回において女性の方が多く発見されており

（スライド２）、甲状腺がんの発見には性と年

齢が大きく関連していることが明らかになっ

ている。また、本格検査以降においては、前回

受けた検査との受診間隔に地域差が存在す

ることや（スライド３）、二次検査の受診率にも

地域差があることも（スライド４）、甲状腺がん

の発見率に影響している因子と考えられてい

る。さらに、穿刺吸引細胞診†の実施率にも地

域差が存在するが、その実施は結節のサイズ

や超音波所見に基づき判断されるものの、受

診者とその家族の意向も反映されるため、甲

状腺がん発見の交絡†因子になり得る可能性

もあると考えられる。

上記の因子以外の甲状腺がん発見に関連

する因子として、以前より肥満が甲状腺がん

のリスク因子であることが報告されているが、

本検査の結果においても、同年齢・性の日本

人全体のBMIの９５％値以上で定義される

肥満の群において、対照群と比較して有意に

甲状腺がんの発見率が高いことが明らかに

なっている（スライド５）。

被ばく放射線量との関連については、これ

まで、福島県内の甲状腺がん発見率の地域

差や市町村別平均甲状腺吸収線量†を個人

に当てはめた解析が行われてきたが、上述の

とおり、地域によって様々な交絡因子が甲状

腺がん発見率に影響することが明らかになっ

てきた。そのため、基本調査結果に基づく個

人の甲状腺等価線量†を用いた分析が求めら

れている。しかし、上記の甲状腺がん発見の

交絡因子を適切に調整する必要があり、現在

様々なマッチングパターンを用いた症例対照

研究が進められている。現時点において、線

量と悪性ないし悪性疑いと診断された結節の

発見率の間において、統計学的に有意な量・

反応関係は明らかになってはいない（スライド

６）。

本検査において、甲状腺がん発見には検

査方法や本検査の捉え方の地域差などに基

づく様々な交絡因子が存在することが明らか

になってきており、甲状腺がん発見と放射線

被ばくとの関連性の分析においては、それら

の影響を正確に調整した解析が求められて

いる。さらなる潜在的な交絡因子の分析を含

め、今後もさらに分析を深めていく必要があ

る。

1-2 甲状腺検査において明らかになっている甲状腺がん発症に
関連している因子



－17－－16－

志村 浩己

福島県立医科大学 医学部 臨床検査医学講座 主任

教授

同放射線医学県民健康管理センター 甲状腺検査部

門長

現在、福島県「県民健康調査」甲状腺†検査

は、先行検査および本格検査（検査２〜３回

目）まで終了し、本格検査（検査４回目）およ

び２５歳の節目の検査の一部は結果がまとま

りつつある。これらの結果のこれまでの分析

結果において、甲状腺がん発見と関連してい

るいくつかの因子が明らかになっている。

細胞診にて悪性ないし悪性疑いと診断され

た結節は、年齢が上昇するほど多く発見され

る傾向が先行検査から本格検査まで一貫し

てみられている（スライド１）。また、すべての検

査回において女性の方が多く発見されており

（スライド２）、甲状腺がんの発見には性と年

齢が大きく関連していることが明らかになっ

ている。また、本格検査以降においては、前回

受けた検査との受診間隔に地域差が存在す

ることや（スライド３）、二次検査の受診率にも

地域差があることも（スライド４）、甲状腺がん

の発見率に影響している因子と考えられてい

る。さらに、穿刺吸引細胞診†の実施率にも地

域差が存在するが、その実施は結節のサイズ

や超音波所見に基づき判断されるものの、受

診者とその家族の意向も反映されるため、甲

状腺がん発見の交絡†因子になり得る可能性

もあると考えられる。

上記の因子以外の甲状腺がん発見に関連

する因子として、以前より肥満が甲状腺がん

のリスク因子であることが報告されているが、

本検査の結果においても、同年齢・性の日本

人全体のBMIの９５％値以上で定義される

肥満の群において、対照群と比較して有意に

甲状腺がんの発見率が高いことが明らかに

なっている（スライド５）。

被ばく放射線量との関連については、これ

まで、福島県内の甲状腺がん発見率の地域

差や市町村別平均甲状腺吸収線量†を個人

に当てはめた解析が行われてきたが、上述の

とおり、地域によって様々な交絡因子が甲状

腺がん発見率に影響することが明らかになっ

てきた。そのため、基本調査結果に基づく個

人の甲状腺等価線量†を用いた分析が求めら

れている。しかし、上記の甲状腺がん発見の

交絡因子を適切に調整する必要があり、現在

様々なマッチングパターンを用いた症例対照

研究が進められている。現時点において、線

量と悪性ないし悪性疑いと診断された結節の

発見率の間において、統計学的に有意な量・

反応関係は明らかになってはいない（スライド

６）。

本検査において、甲状腺がん発見には検

査方法や本検査の捉え方の地域差などに基

づく様々な交絡因子が存在することが明らか

になってきており、甲状腺がん発見と放射線

被ばくとの関連性の分析においては、それら

の影響を正確に調整した解析が求められて

いる。さらなる潜在的な交絡因子の分析を含

め、今後もさらに分析を深めていく必要があ

る。

1-2 甲状腺検査において明らかになっている甲状腺がん発症に
関連している因子
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島袋 充生

福島県立医科大学 医学部 糖尿病内分泌代謝内科

学講座 主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康診査・健康

増進室長

原発事故後の生活習慣病、「健康診査」でわ

かったこと

１５歳以下（小児）では、震災後、一定の割

合で、肥満、脂質異常、高尿酸血症、肝機能

障害、高血圧症、耐糖能異常を呈した。その

後、肥満は改善したが、男児の脂質異常の改

善は遅れていた。１６歳以上では、肥満者・メ

タボ、境界型・糖尿病、腎機能障害、高尿酸

血症、多血症が増加していた。血圧値、LDL

コレステロール値（治療割合が増加）、肝機能

障害（身体活動改善）は、増加したがその後

改善した。白血球数と分画は変化しなかった。

（スライド１）

推定線量と生活習慣病の起こり方

福島第一原子力発電所事故後の推定被ば

く線量と生活習慣病発症の関係を 2011（平

成 23）年度から 2017（平成 29）年度まで前

向きに検討した。２mSv以上群は１mSv未満

群 に 比 べ 、 高 血 圧 （ HR:1.29 、 95% 

CI:1.16-1.44)、糖尿病（1.17、1.02-1.36）、

脂質異常症（1.28、1.04-1.57）、高尿酸血

症（1.16、1.04-1.29)、肝機能障害（1.17、

1.06-1.29)、多血症（1.3２、1.02-1.7１)の

発症と関連したが（年齢・性別調整モデル）、

避難状況や生活習慣関連因子（BMI、現在

喫煙、大量飲酒等）で調整すると関連が消失

した。このことから、原発事故後の生活習慣

病発症は、線量の直接の影響ではなく避難に

ともなう生活習慣の変化と関連していること

が示唆された。（スライド 2～5）

想定される機序と対策

「健康診査」では、生活習慣・震災関連等因

子の中で、肥満、現在飲酒(２合/日以上)、現

在喫煙、仕事の変化、精神的不調などが、生

活習慣病の発症と関連していた。震災後、避

難にともなう職場や生活習慣の変化が、不適

切な食事、運動不足、喫煙、飲酒へとつながり、

不安や肥満等とともに生活習慣病を増加させ

た可能性がある。各個人が、地域や国、世界

が発信する情報の中から、エビデンスにもと

づいた正しい健康知識、例えば、適切な生活

習慣や予防、治療の方法を学び、実践するこ

とが生活習慣病対策に効果的と思われる。

（スライド 6～8）

1-3 福島県「県民健康調査」でみた生活習慣病のエビデンス
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同放射線医学県民健康管理センター 健康診査・健康

増進室長

原発事故後の生活習慣病、「健康診査」でわ

かったこと

１５歳以下（小児）では、震災後、一定の割

合で、肥満、脂質異常、高尿酸血症、肝機能

障害、高血圧症、耐糖能異常を呈した。その

後、肥満は改善したが、男児の脂質異常の改

善は遅れていた。１６歳以上では、肥満者・メ

タボ、境界型・糖尿病、腎機能障害、高尿酸

血症、多血症が増加していた。血圧値、LDL

コレステロール値（治療割合が増加）、肝機能

障害（身体活動改善）は、増加したがその後

改善した。白血球数と分画は変化しなかった。

（スライド１）

推定線量と生活習慣病の起こり方

福島第一原子力発電所事故後の推定被ば

く線量と生活習慣病発症の関係を 2011（平

成 23）年度から 2017（平成 29）年度まで前

向きに検討した。２mSv以上群は１mSv未満

群 に 比 べ 、 高 血 圧 （ HR:1.29 、 95% 

CI:1.16-1.44)、糖尿病（1.17、1.02-1.36）、

脂質異常症（1.28、1.04-1.57）、高尿酸血

症（1.16、1.04-1.29)、肝機能障害（1.17、

1.06-1.29)、多血症（1.3２、1.02-1.7１)の

発症と関連したが（年齢・性別調整モデル）、

避難状況や生活習慣関連因子（BMI、現在

喫煙、大量飲酒等）で調整すると関連が消失

した。このことから、原発事故後の生活習慣

病発症は、線量の直接の影響ではなく避難に

ともなう生活習慣の変化と関連していること

が示唆された。（スライド 2～5）

想定される機序と対策

「健康診査」では、生活習慣・震災関連等因

子の中で、肥満、現在飲酒(２合/日以上)、現

在喫煙、仕事の変化、精神的不調などが、生

活習慣病の発症と関連していた。震災後、避

難にともなう職場や生活習慣の変化が、不適

切な食事、運動不足、喫煙、飲酒へとつながり、

不安や肥満等とともに生活習慣病を増加させ

た可能性がある。各個人が、地域や国、世界

が発信する情報の中から、エビデンスにもと

づいた正しい健康知識、例えば、適切な生活

習慣や予防、治療の方法を学び、実践するこ

とが生活習慣病対策に効果的と思われる。

（スライド 6～8）

1-3 福島県「県民健康調査」でみた生活習慣病のエビデンス
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前田 正治

福島県立医科大学 医学部 災害こころの医学講座

主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康調査県民

支援部門長

同部門 こころの健康度・生活習慣調査支援室長

こころの健康度・生活習慣に関する調査（こ

こから調査）は、県民健康調査の一環として、

発災翌年から毎年実施されてきた。ここから

調査は、避難生活を余儀なくされた住民約２１

万人を対象とした質問紙調査であり、メンタ

ルヘルスあるいは生活習慣上の問題で支援

が必要と考えられた住民への電話支援も同

時に行ってきた。本調査の目的および対象住

民は、スライド1および2に示すとおりである。

福島原発災害では、自然災害と異なり、莫大

な数の避難者が、長期に及ぶ、日本全国に離

散するような避難生活を送ることとなった。こ

のような事態に対応するために、私たちは上

記のハイリスク住民に対し、積極的に電話を

用いた支援（架電支援）を行ったのである。こ

のような大規模な架電支援～アウトリーチ†型

電話支援は、国内外でもほとんど前例がない

ものである。

電話支援では、傾聴、評価、助言、危機介

入を重視している（スライド３）。毎年３,０００

名から４,０００名の住民がこの支援を受け、

2012（平成２４）年から１０年間の延べ支援数

は３７,０００名に上った。支援チーム相談員は、

スライドに示す通り１５名から１７名の保健師、

心理士、福祉士等多職種で構成されている。

スライド４の写真は、実際の支援の様子を示

している。全員が専門職としての経験が豊富

で、様々な研修も受けているし、難しい相談

があった場合には、相談員同士で話し合いを

しつつ対応している。電話支援のフロー図（ス

ライド５）で示されているように、自殺の恐れ

があるなど緊急性が高い住民については、危

機介入を積極的に行い、必要に応じて、避難

元支援機関等と連携しつつ素早い介入を行

った。

さて、電話支援における住民からの相談内

容（2012～2013〔平成２４～２５〕年度）につ

いて、スライド６にまとめている。身体面の健

康や睡眠、抑うつ、家族関係、住環境にまつ

わる悩みなど、様々な内容の相談が寄せられ

た。調査が始まって間もないころには、放射線

の不安が、とりわけ子どもの保護者から多く

語られたが、その後は学校に関すること等幅

広い相談内容となった。また最近は、スライド

７に示しているように、新型コロナウイルス感

染症パンデミック下での生活上の不安などが

多く語られた。

ところで、電話支援に関する感想や効果を

確かめるために、支援を受けた対象住民に対

して面接調査を行ったが（2014〔平成２６〕

年）、スライド８に示すように、支援に対する満

足度は高かった。当センターにおけるアウトリ

ーチ型架電支援の一定の有効性は確保でき

たと考えている。一方で、上述したような支援

緊急度の高い、あるいはより強い健康問題を

有している住民に対しては、医療機関や保健

所、こころのケアセンター等、他の様々な支援

機関との連携が不可欠である。本電話支援を

活かすためにも、今後も、住民や支援機関の

協力を得て、こうしたシームレスな支援ネット

ワークを形成する努力を続けていきたい。

1-4 福島災害後の被災者に対するリモート・サポートについて：
ここから調査に基づく電話介入
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前田 正治

福島県立医科大学 医学部 災害こころの医学講座

主任教授

同放射線医学県民健康管理センター 健康調査県民

支援部門長

同部門 こころの健康度・生活習慣調査支援室長

こころの健康度・生活習慣に関する調査（こ

こから調査）は、県民健康調査の一環として、

発災翌年から毎年実施されてきた。ここから

調査は、避難生活を余儀なくされた住民約２１

万人を対象とした質問紙調査であり、メンタ

ルヘルスあるいは生活習慣上の問題で支援

が必要と考えられた住民への電話支援も同

時に行ってきた。本調査の目的および対象住

民は、スライド1および2に示すとおりである。

福島原発災害では、自然災害と異なり、莫大

な数の避難者が、長期に及ぶ、日本全国に離

散するような避難生活を送ることとなった。こ

のような事態に対応するために、私たちは上

記のハイリスク住民に対し、積極的に電話を

用いた支援（架電支援）を行ったのである。こ

のような大規模な架電支援～アウトリーチ†型

電話支援は、国内外でもほとんど前例がない

ものである。

電話支援では、傾聴、評価、助言、危機介

入を重視している（スライド３）。毎年３,０００

名から４,０００名の住民がこの支援を受け、

2012（平成２４）年から１０年間の延べ支援数

は３７,０００名に上った。支援チーム相談員は、

スライドに示す通り１５名から１７名の保健師、

心理士、福祉士等多職種で構成されている。

スライド４の写真は、実際の支援の様子を示

している。全員が専門職としての経験が豊富

で、様々な研修も受けているし、難しい相談

があった場合には、相談員同士で話し合いを

しつつ対応している。電話支援のフロー図（ス

ライド５）で示されているように、自殺の恐れ

があるなど緊急性が高い住民については、危

機介入を積極的に行い、必要に応じて、避難

元支援機関等と連携しつつ素早い介入を行

った。

さて、電話支援における住民からの相談内

容（2012～2013〔平成２４～２５〕年度）につ

いて、スライド６にまとめている。身体面の健

康や睡眠、抑うつ、家族関係、住環境にまつ

わる悩みなど、様々な内容の相談が寄せられ

た。調査が始まって間もないころには、放射線

の不安が、とりわけ子どもの保護者から多く

語られたが、その後は学校に関すること等幅

広い相談内容となった。また最近は、スライド

７に示しているように、新型コロナウイルス感

染症パンデミック下での生活上の不安などが

多く語られた。

ところで、電話支援に関する感想や効果を

確かめるために、支援を受けた対象住民に対

して面接調査を行ったが（2014〔平成２６〕

年）、スライド８に示すように、支援に対する満

足度は高かった。当センターにおけるアウトリ

ーチ型架電支援の一定の有効性は確保でき

たと考えている。一方で、上述したような支援

緊急度の高い、あるいはより強い健康問題を

有している住民に対しては、医療機関や保健

所、こころのケアセンター等、他の様々な支援

機関との連携が不可欠である。本電話支援を

活かすためにも、今後も、住民や支援機関の

協力を得て、こうしたシームレスな支援ネット

ワークを形成する努力を続けていきたい。

1-4 福島災害後の被災者に対するリモート・サポートについて：
ここから調査に基づく電話介入
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安田 俊

福島県立医科大学 医学部 産科婦人科学講座/周産

期小児地域医療支援講座 講師

同放射線医学県民健康管理センター 妊産婦調査室

副室長

福島県民のみならず、日本国民は、福島第

一原子力発電所事故後の外部被ばくが、妊

娠、あるいは胎児に影響していなかったかが

気掛かりであった（スライド１）。今回私たちは、

福島県「県民健康調査」のデータを用いて、

福島第一原子力発電所事故を妊娠中に経験

した女性の放射線外部被ばく線量と周産期

予後† †（早産、低出生体重児、在胎不当過小児 、

先天性異常）との関連について調査した。

県民健康調査における妊婦への質問票か

ら得られた妊娠・出産に関するデータと同調

査における基本調査のデータを組み合わせ

て、対象妊婦の福島第一原子力発電所事故

による外部被ばく線量を明らかにした（スライ

ド２）。個人線量の欠損に対しては多重代入

法を用いた補足を行った（スライド３）。

調査は２群に対して行われた。震災時妊娠

していた A 群と、震災後に妊娠が成立した B

群に対して調査を行った（スライド４）。外部被

ばく線量は 2mSv を超える例はごく少なく、

母親の外部被ばく線量の中央値は 0.5mSv

であった。線量は解析の上で＜1mSv、1～

2mSv、＞2mSv にカテゴリー化した（スライ

ド５）。先天性奇形は 2.9％に、低出生体重児

は 7.6％に、在胎不当過小児（10 パーセンタ

イル未満）は 8.9％に、そして早産は 4.1％に

生じた。それぞれの頻度は国内の既報と大き

な差はないものであった（スライド６）。

二項ロジスティック回帰分析†を用いて妊

婦への外部被ばく線量と周産期予後の関係

を分析した。A群合計６，８７５人分のデータよ

り、先天奇形、低出生体重、在胎不当過小児、

早産に与える線量の影響について二項ロジ

スティック回帰分析で解析したが、外部被ば

く線量の増加はそれぞれの発生に関連しなか

った（スライド７～１４）。また、高い被ばくと関

連すると報告されている先天異常例は今回

>2mSv の症例で見られなかった（スライド１

５）。B 群においても同様に周産期予後と外部

被ばく線量の関連を調査したが、同様に外部

被ばく線量との関連はなかった（スライド１６）。

外部被ばく線量と周産期予後との関連を

示した報告は今回が初めてであるが、以上よ

り、外部被ばく線量は早産、低出生体重児、

在胎不当過小児、先天性異常と関連しなかっ

た。

1-5 福島第一原子力発電所事故後の外部被ばくが妊婦における
周産期予後に及ぼす影響：福島県「県民健康調査」
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安田 俊

福島県立医科大学 医学部 産科婦人科学講座/周産

期小児地域医療支援講座 講師

同放射線医学県民健康管理センター 妊産婦調査室

副室長

福島県民のみならず、日本国民は、福島第

一原子力発電所事故後の外部被ばくが、妊

娠、あるいは胎児に影響していなかったかが

気掛かりであった（スライド１）。今回私たちは、

福島県「県民健康調査」のデータを用いて、

福島第一原子力発電所事故を妊娠中に経験

した女性の放射線外部被ばく線量と周産期

予後† †（早産、低出生体重児、在胎不当過小児 、

先天性異常）との関連について調査した。

県民健康調査における妊婦への質問票か

ら得られた妊娠・出産に関するデータと同調

査における基本調査のデータを組み合わせ

て、対象妊婦の福島第一原子力発電所事故

による外部被ばく線量を明らかにした（スライ

ド２）。個人線量の欠損に対しては多重代入

法を用いた補足を行った（スライド３）。

調査は２群に対して行われた。震災時妊娠

していた A 群と、震災後に妊娠が成立した B

群に対して調査を行った（スライド４）。外部被

ばく線量は 2mSv を超える例はごく少なく、

母親の外部被ばく線量の中央値は 0.5mSv

であった。線量は解析の上で＜1mSv、1～

2mSv、＞2mSv にカテゴリー化した（スライ

ド５）。先天性奇形は 2.9％に、低出生体重児

は 7.6％に、在胎不当過小児（10 パーセンタ

イル未満）は 8.9％に、そして早産は 4.1％に

生じた。それぞれの頻度は国内の既報と大き

な差はないものであった（スライド６）。

二項ロジスティック回帰分析†を用いて妊

婦への外部被ばく線量と周産期予後の関係

を分析した。A群合計６，８７５人分のデータよ

り、先天奇形、低出生体重、在胎不当過小児、

早産に与える線量の影響について二項ロジ

スティック回帰分析で解析したが、外部被ば

く線量の増加はそれぞれの発生に関連しなか

った（スライド７～１４）。また、高い被ばくと関

連すると報告されている先天異常例は今回

>2mSv の症例で見られなかった（スライド１

５）。B 群においても同様に周産期予後と外部

被ばく線量の関連を調査したが、同様に外部

被ばく線量との関連はなかった（スライド１６）。

外部被ばく線量と周産期予後との関連を

示した報告は今回が初めてであるが、以上よ

り、外部被ばく線量は早産、低出生体重児、

在胎不当過小児、先天性異常と関連しなかっ

た。

1-5 福島第一原子力発電所事故後の外部被ばくが妊婦における
周産期予後に及ぼす影響：福島県「県民健康調査」
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座長：大平 哲也（福島県立医科大学）

石川 徹夫（福島県立医科大学）

登壇者：キャリー・M・キタハラ（米国国立がん研究所）

志村 浩己（福島県立医科大学）

島袋 充生（福島県立医科大学）

前田 正治（福島県立医科大学）

安 田 俊（福島県立医科大学）

ディスカッションは、参加者から事前または当日受けた質問を座長が代読し、それに答える形

で進められた。

■内部被ばく線量と外部被ばく線量について、県民健康調査はどのような方法で線量を評価

しているのか。（代読）

（石川）県民健康調査の基本調査で評価しているのは、外部被ばく線量のみ。ヨウ素は体の中に

取り込まれると甲状腺†に集積して被ばくを与えるため、甲状腺の内部被ばく線量とそれ以

外の部位の内部被ばく線量とを分けて考える必要がある。甲状腺の内部被ばく線量につい

ては、基本調査で得られた行動記録から推計する検討が進められている。それ以外の部位

の内部被ばく線量については、県で行っているホールボディカウンター検査が参考になる。

■小児の肥満が甲状腺疾患の発症に及ぼす因果関係は証明されているのか。逆に甲状腺疾

患が肥満の原因になるのではないか。（代読）

（キタハラ）デンマークの調査において、小児時代の BMI と成人になって

からのがんのリスクには関連があると確認されている。これは、成人

の肥満と甲状腺がんとの関連とも矛盾しない。なぜ関連するのか、生

態的なメカニズムを含め、引き続き研究する必要がある。

セッション１

「科学的エビデンスから私たちの健康を考える」
ディスカッション抄録

2023年福島県立医科大学「県民健康調査」国際シンポジウム報告書
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■症例対照研究で調整している交絡†因子とは何か。前回受けた検査との受診間隔や、地域に

よる二次検査の受診率の違いなどの調整が必要ではないか。（代読） 

（志村）症例対照研究において、受診間隔については、受診タイミングという形で調整している。

また、年齢、性については当然調整している。他方、二次検査の受

診率や細胞診の実施率は調整が難しい。地域という因子について

も、線量と関連するため調整が難しい。完璧な調整は難しいが、で

きるだけ線量の影響が明らかになるように解析を進めたいと考え

ている。次回の検討委員会では、検査４回目の検査結果を含めて

示す予定。 

 

■避難者は避難を強いられたことによって、それまでの生活習慣を維持できなくなったのだ

から、避難によって起こった疾患まで「生活習慣病」と呼ぶのは誤解を生じるのではないか。

（代読） 

（島袋）日本語の「生活習慣病」は、海外では「non-communicable 

diseases」＝「感染症ではない病気」と表現される。福島の避難

者で起こっている健康指標の悪化は、「災害で起こった生活習慣

の変化に伴って起こる病気」と言う点で「生活習慣病」と呼んでよ

いと思う。 

 

■被災者支援の中で甲状腺がん患者への支援もしているか。また、市町村の保健師との連携

などはしているか。（代読） 

（前田）ここから調査の支援チームには甲状腺に関する専門家がいないため、甲状腺サポートチ

ームが支援を行っている。また、本調査の結果を、甲状腺専門医療機関に情報共有し、患者

への対応に活かしてもらっている。 

市町村の保健師との連携は非常に重要。本調査で分かったことを保健師と共有し、日々

のケアに活かしてもらっている。また、ハイリスクな方など直接訪問が必要と判断される方に

関して、本人の承諾を得て、保健師やこころのケアセンターのスタッフに直接訪問してもらっ

ている。 

 

■福島における、先天性奇形率２．９％、低出生体重児率７．６％、在胎不当過小児率８．９％、

早産率４．１％という結果は、他県と比較して高いか。他県の平均値は何％か。（代読） 

（安田）先天性奇形は、データを取るのが難しく、調査方法などによってばらつきが出るが、妊産

婦に関する調査での先天性奇形率 2.9％は他県とほぼ同等。本調査での低出生体重児率

7.6％は、厚生労働省が発表している全国データより若干低い。早産率 4.1％も、全国デー

タより若干低い。福島では、被ばく線量が、奇形が発生すると言われている 100ｍSv に全

く及ばないことと、２ｍSv 以上外部被ばくした妊産婦がいないことをあらためて申し上げた

い。 

 

■キタハラ先生の発表で、「日本では、境界型病変†を悪性と診断しない、微小な結節の細胞診

はしない、不必要な治療はしないという取り組みが、かなり以前から行われているため、過剰
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■症例対照研究で調整している交絡†因子とは何か。前回受けた検査との受診間隔や、地域に

よる二次検査の受診率の違いなどの調整が必要ではないか。（代読） 

（志村）症例対照研究において、受診間隔については、受診タイミングという形で調整している。

また、年齢、性については当然調整している。他方、二次検査の受

診率や細胞診の実施率は調整が難しい。地域という因子について

も、線量と関連するため調整が難しい。完璧な調整は難しいが、で

きるだけ線量の影響が明らかになるように解析を進めたいと考え

ている。次回の検討委員会では、検査４回目の検査結果を含めて

示す予定。 

 

■避難者は避難を強いられたことによって、それまでの生活習慣を維持できなくなったのだ

から、避難によって起こった疾患まで「生活習慣病」と呼ぶのは誤解を生じるのではないか。

（代読） 

（島袋）日本語の「生活習慣病」は、海外では「non-communicable 

diseases」＝「感染症ではない病気」と表現される。福島の避難

者で起こっている健康指標の悪化は、「災害で起こった生活習慣

の変化に伴って起こる病気」と言う点で「生活習慣病」と呼んでよ

いと思う。 

 

■被災者支援の中で甲状腺がん患者への支援もしているか。また、市町村の保健師との連携

などはしているか。（代読） 

（前田）ここから調査の支援チームには甲状腺に関する専門家がいないため、甲状腺サポートチ

ームが支援を行っている。また、本調査の結果を、甲状腺専門医療機関に情報共有し、患者

への対応に活かしてもらっている。 

市町村の保健師との連携は非常に重要。本調査で分かったことを保健師と共有し、日々

のケアに活かしてもらっている。また、ハイリスクな方など直接訪問が必要と判断される方に

関して、本人の承諾を得て、保健師やこころのケアセンターのスタッフに直接訪問してもらっ

ている。 

 

■福島における、先天性奇形率２．９％、低出生体重児率７．６％、在胎不当過小児率８．９％、

早産率４．１％という結果は、他県と比較して高いか。他県の平均値は何％か。（代読） 

（安田）先天性奇形は、データを取るのが難しく、調査方法などによってばらつきが出るが、妊産

婦に関する調査での先天性奇形率 2.9％は他県とほぼ同等。本調査での低出生体重児率

7.6％は、厚生労働省が発表している全国データより若干低い。早産率 4.1％も、全国デー

タより若干低い。福島では、被ばく線量が、奇形が発生すると言われている 100ｍSv に全

く及ばないことと、２ｍSv 以上外部被ばくした妊産婦がいないことをあらためて申し上げた

い。 

 

■キタハラ先生の発表で、「日本では、境界型病変†を悪性と診断しない、微小な結節の細胞診

はしない、不必要な治療はしないという取り組みが、かなり以前から行われているため、過剰

診断†に起因すると推定される症例の割合は比較的低く、50％以下である」とあったが、事故

後の福島県ではかなりの数の甲状腺がんが見つかっている。過剰診断に起因するもの以外は、

被ばくによるものと考えて良いか、それとも他の要因があるか。（代読） 

（キタハラ）被ばくレベルが非常に低いため、被ばくが原因とは考えにくい。甲状腺がんの数が増

加したのは、検査により診断数が増えたためと考えられる。もちろん、他の要因が関係する

可能性はある。我々は、肥満、糖尿病、生活習慣の要因などについて検証を行っている。ま

た、内分泌かく乱物質も関心が高まっている分野である。現時点、残りの５０％について、具

体的に何が原因なのかはまだ分からない。 

（志村）日本は過剰診断対策が進んでいる国であり、当センターでも診断ガイドラインや様々な

研究などを踏まえて診断を行っている。しかし、将来を完璧に予測することはできないため、

過剰診断を排除することは難しい。そのため、検査対象者に過剰診断の可能性を含め、検

査のメリット・デメリットなどを説明した上で、希望される方に受診していただいている。我々

としては個々の症例において最前を尽くすべく対応している。 

 

■原発事故後の避難によって生活習慣病リスクが高まるという結果を踏まえると、原発事故

が起こった際に広域避難が求められることについて、生活習慣病の専門家としてどう捉えて

いるか。（代読） 

（島袋）原子力災害と避難に伴う生活習慣病リスクの増加は、他の天災やコロナ禍のような災害

によるものと部分的に共通の機序が関わると考えられる。避難による健康障害のリスクを減

らすためには、一人ひとりが、５つのフェーズ（社会経済・環境因子→不適切な生活習慣→

生活習慣病→合併症・併存症→機能低下）を知り、それに対して予防や治療が可能である

と知ることが重要である。個人レベルだけでなく、地域、国あるいは国際的なレベルで啓発・

対策することも有効と思う。 

 

■高齢者の方は電話でのコミュニケーションが難しい傾向にあると思う。何か工夫しているこ

とはあるか。（代読） 

（前田）高齢者の難聴や認知症の問題を想定した質問だと思うが、 

当センターの電話相談では、高齢者の場合、ゆっくりと大きな声

で伝えるようにしている。場合によっては、家族や施設職員に対

応してもらったり、さらには保健所と連携することもある。 

 

■流産に関して、数や割合などの統計は取っているか。（代読） 

（安田）流産に関しては、本調査では除外されている。先ほどの先

天性奇形に関する質問とも関連するが、調査をどこで行うかによ

って結果が大きく違ってくる。流産や中絶については、これまでに

病院が継続して調査しているので、本調査とは別で報告するの

が良いと考えている。 
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■本日のキタハラ先生の資料（発表スライド８枚目）では、甲状腺がんの男女比は 1：3 程度な

のに対し、県民健康調査では男女比は 1：2 程度である。福島県の男性の甲状腺がんの割合

が高いのはなぜか。（代読） 

（キタハラ）世界的に見ると、成人で

は、男性に比べて女性の方が 3～

4 倍高くなる。これは、女性のほう

が男性よりも医療機関にかかるこ

とが多く、そこで偶発的に発見さ

れることが理由と考えられる。福

島の場合は、男女とも平等に調査

をしたことが理由になるのかもし

れない。 

（志村）キタハラ先生が挙げた理由以外でも様々な要因が考えられる。一般的に、甲状腺は、女

性のほうが男性よりも頸部の高い位置にあることが多く、女性のほうが結節を自覚しやす

い。結節の検出率については、二次性徴が始める中学生頃から男女差が開き始め、年齢が

上がるごとにその差が大きくなる。本調査の対象者には、男女差が比較的少ない若年層が

含まれることも要因と考えられる。 

 

■避難状況や生活習慣関連因子で調整しても、放射線レベルと生活習慣病の関連が全く消失

したわけではなく、１ｍSv よりも２mSv 以上の群の方がオッズ†比が高くなっているように見

える。これは放射線が循環器系や造血系に影響しているということではないか。（代読） 

（島袋）放射線被ばく量と循環器系や代謝系など生活習慣病の間で有意差がないため、今回の

解析は両者が関連することを支持しない。一方、この解析だけで完全に否定できるわけで

はない。なお、広島、長崎での研究や、その他の放射線被ばくに関する論文において、放射

線被ばくと、循環器系や代謝系、造血系との明らかな関連は報告されていない。この点は、

今後も長期的に注視していく必要があると考えている。 

（大平）広島の研究では、高線量の放射線被ばくが脳卒中のリスクとなり得るという報告はある。 

（島袋）福島では糖尿病や肥満が増えた一方で、脳卒中が増えたわけではないが、県民健康調

査の結果から、生活習慣の変化が脳卒中や心臓病が増える一因と推察される。 

 

■必要がないのに避難したという意見があったり、近年では住宅支援も打ち切られたりして

いる。また、手術を受けたのに過剰診断だったという話もある。これらが心的状況に与える影

響は電話相談でも見られるか。（代読） 

（前田）直接そういった訴えを電話支援で聞くことはあまりないが、住環境については相談が多

い。被災者によっては震災後１年間で５回も転居しており、転居のストレスを感じて電話相談

をしてくることがある。この問題については電話支援だけでは不十分なため、地域のリソー

スを紹介したり、当センターでも補償などの経済的支援に関する勉強会をするなどして、関

連情報を伝えるようにしている。 
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■本日のキタハラ先生の資料（発表スライド８枚目）では、甲状腺がんの男女比は 1：3 程度な

のに対し、県民健康調査では男女比は 1：2 程度である。福島県の男性の甲状腺がんの割合

が高いのはなぜか。（代読） 

（キタハラ）世界的に見ると、成人で

は、男性に比べて女性の方が 3～

4 倍高くなる。これは、女性のほう

が男性よりも医療機関にかかるこ

とが多く、そこで偶発的に発見さ

れることが理由と考えられる。福

島の場合は、男女とも平等に調査

をしたことが理由になるのかもし

れない。 

（志村）キタハラ先生が挙げた理由以外でも様々な要因が考えられる。一般的に、甲状腺は、女

性のほうが男性よりも頸部の高い位置にあることが多く、女性のほうが結節を自覚しやす

い。結節の検出率については、二次性徴が始める中学生頃から男女差が開き始め、年齢が

上がるごとにその差が大きくなる。本調査の対象者には、男女差が比較的少ない若年層が

含まれることも要因と考えられる。 

 

■避難状況や生活習慣関連因子で調整しても、放射線レベルと生活習慣病の関連が全く消失

したわけではなく、１ｍSv よりも２mSv 以上の群の方がオッズ†比が高くなっているように見

える。これは放射線が循環器系や造血系に影響しているということではないか。（代読） 

（島袋）放射線被ばく量と循環器系や代謝系など生活習慣病の間で有意差がないため、今回の

解析は両者が関連することを支持しない。一方、この解析だけで完全に否定できるわけで

はない。なお、広島、長崎での研究や、その他の放射線被ばくに関する論文において、放射

線被ばくと、循環器系や代謝系、造血系との明らかな関連は報告されていない。この点は、

今後も長期的に注視していく必要があると考えている。 

（大平）広島の研究では、高線量の放射線被ばくが脳卒中のリスクとなり得るという報告はある。 

（島袋）福島では糖尿病や肥満が増えた一方で、脳卒中が増えたわけではないが、県民健康調

査の結果から、生活習慣の変化が脳卒中や心臓病が増える一因と推察される。 

 

■必要がないのに避難したという意見があったり、近年では住宅支援も打ち切られたりして

いる。また、手術を受けたのに過剰診断だったという話もある。これらが心的状況に与える影

響は電話相談でも見られるか。（代読） 

（前田）直接そういった訴えを電話支援で聞くことはあまりないが、住環境については相談が多

い。被災者によっては震災後１年間で５回も転居しており、転居のストレスを感じて電話相談

をしてくることがある。この問題については電話支援だけでは不十分なため、地域のリソー

スを紹介したり、当センターでも補償などの経済的支援に関する勉強会をするなどして、関

連情報を伝えるようにしている。 

 

 

■ホルモンの分泌が多くなった時に肥満が起こっている可能性はあるか。肥満とホルモン、甲

状腺がんとの関連をどう考えているか。（代読） 

（志村）思春期を過ぎると、女性はエストロゲンが増えて、男性はテストステロンが増える。また、

肥満によっても、脂肪組織の中で、男性ホルモンが女性ホルモンに変換され、エストロゲン

が増えやすくなる。女性ホルモンやエストロゲンの増加が甲状腺がんの発症に影響すると考

えられる。 

（キタハラ）肥満と甲状腺がんとの関連には、炎症、インシュリン抵抗性、糖尿病、脂肪細胞による

エストロゲン転換など複数の要因が関係しているかもしれない。肥満によって甲状腺刺激ホ

ルモンが下垂体から分泌されることにより、甲状腺がんの増殖に直接影響を与える可能性

がある。どの要因が最も重要か、または関連性において唯一の要因かどうかは正確にはわ

かっていないが、すべてが妥当であると思われる。 

また、甲状腺がんだけでなく、一般的に男性より女性のほうが甲状腺疾患に罹りやすいこ

とから、エストロゲンが関係している可能性が高い。女性のほうが自己免疫性疾患関連の甲

状腺がんが多いということも重要な点である。現在、多くの研究が進行中であり、近いうちに

答えが出ることを期待している。 
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座長：坪倉 正治（福島県立医科大学）、田巻 倫明（福島県立医科大学）

セッション２

暮らしと未来につなげるヘルスコミュニケーションを考える

２－１ 基調講演

ヘルスリテラシー：情報、ケア、サービスへのアクセス向上

リマ・E・ラッド（ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院）

質疑応答（質問者：後藤 あや）

２－２ ヘルスリテラシーの推進：福島から世界へ

後藤 あや（福島県立医科大学）

２－３ 「協働」のまちづくり―“ふくしのまち 実現”を目指して―

佐藤 努（福島県楢葉町議会）

２－４ 東京電力福島第一原子力発電所事故後の風評被害と流通の課題

関谷 直也（東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター）

ディスカッション

座 長：坪倉 正治、田巻 倫明

登壇者：後藤 あや、佐藤 努、関谷 直也
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座長：坪倉 正治（福島県立医科大学）、田巻 倫明（福島県立医科大学）

セッション２

暮らしと未来につなげるヘルスコミュニケーションを考える

２－１ 基調講演

ヘルスリテラシー：情報、ケア、サービスへのアクセス向上

リマ・E・ラッド（ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院）

質疑応答（質問者：後藤 あや）

２－２ ヘルスリテラシーの推進：福島から世界へ

後藤 あや（福島県立医科大学）

２－３ 「協働」のまちづくり―“ふくしのまち 実現”を目指して―

佐藤 努（福島県楢葉町議会）

２－４ 東京電力福島第一原子力発電所事故後の風評被害と流通の課題

関谷 直也（東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター）

ディスカッション

座 長：坪倉 正治、田巻 倫明

登壇者：後藤 あや、佐藤 努、関谷 直也
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リマ・E・ラッド

ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院 社会・

行動科学研究科 名誉上級講師（ヘルスリテラシー・健

康教育・健康政策担当）

科学者、保健医療従事者、政策立案者、一

般市民の間で、アクセス可能な情報の交換が

スムーズに行われると、知識や信頼、そして健

全な社会の構築につながる。しかし、現代の

ような難しい時代においては、健康に関する

メッセージには疑問や批判が投げかけられ、

信頼は失われ、地域社会の健康とwell-

being（心身の幸福）が大きく損なわれている。

加えて、我々は広がる健康格差を目の当たり

にしている。ヘルスリテラシー†の概念を拡大

することは、情報、ケア、サービスへのアクセ

スを向上させ、格差縮小につながる。

国際的な研究において、成人のリテラシー

スキル（読解力）と数的思考力には社会的背

景が大きく関係し、健康状態を決定する要因

であることが示されている。 リテラシースキ

ルが低い成人は、社会的資源の乏しい地域

に居住し、社会的少数派で、公用語を第二言

語とし、雇用の機会が少なく、貧困である傾

向にある。研究により明らかになったように、

リテラシースキルと健康の結果には関連があ

る。そのため、公衆衛生や保健医療の専門家

はジレンマに直面した。リテラシーの専門家で

も教師でもないため、人々のリテラシースキ

ルを向上させることはできない。しかし、リテラ

シースキルが健康状態に影響を及ぼしている

というエビデンスを前にして、教育関係者が

人々のリテラシースキルを向上させるのを待

つことはできないと考える中で、ヘルスリテラ

シーの決定要因について、新たな理解が深ま

り、対策の選択肢が広がってきた。（スライド1）

リテラシーは、書き手と読み手、話し手と聞

き手などの間の相互作用である。どちらか一

方が改善すれば、リテラシーは向上する。本

講演で紹介するヘルスリテラシーの新しい対

話型モデルは、我々がより分かりやすく伝え

るための、個人のスキル、専門家のスキル、文

章の質、タスクの複雑さ、医療システムの特

性という5つの重要な要素に重点を置いてい

る。これらの要素のうち、少なくとも2つを変え

ることで、ヘルスリテラシーを向上させること

が可能である。（スライド2）

先ず、既存の研究から学び、対象者のニー

ズを理解し、尊重し、それに応える必要がある。

さらに、リテラシーは変化しやすいものであり、

改善することも、軽視することもできることに

留意すべきである。次に、ヘルスリテラシーの

向上のためには、伝える側が内容をよく整理

し、明確に伝えなければならない。科学者、研

究者、医療教育者、医療従事者、医療関連の

記者およびジャーナリストは、コミュニケーシ

ョンスキルの向上に努めるとともに、対象者に

対する我々の期待や思い込みを無くす必要

がある。我々の話し方や分かりやすくメッセー

ジを伝える方法、また専門用語を使用せずに

交流するための指針、地域社会との参加型交

流のための実践ガイドラインが複数発行され

ている。

さらに、科学や健康に関する話、文章、表示

は一般的に複雑すぎることが明らかになって

いるため、健康に関連する情報を使う作業

（タスク）をより簡単にすることで、人々の負担

を軽減することができる。最後に、医療機関や

医療システムの特性を分析し、情報、ケア、サ

2-1 ヘルスリテラシー：情報、ケア、サービスへのアクセス向上
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リマ・E・ラッド

ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院 社会・

行動科学研究科 名誉上級講師（ヘルスリテラシー・健

康教育・健康政策担当）

科学者、保健医療従事者、政策立案者、一

般市民の間で、アクセス可能な情報の交換が

スムーズに行われると、知識や信頼、そして健

全な社会の構築につながる。しかし、現代の

ような難しい時代においては、健康に関する

メッセージには疑問や批判が投げかけられ、

信頼は失われ、地域社会の健康とwell-

being（心身の幸福）が大きく損なわれている。

加えて、我々は広がる健康格差を目の当たり

にしている。ヘルスリテラシー†の概念を拡大

することは、情報、ケア、サービスへのアクセ

スを向上させ、格差縮小につながる。

国際的な研究において、成人のリテラシー

スキル（読解力）と数的思考力には社会的背

景が大きく関係し、健康状態を決定する要因

であることが示されている。 リテラシースキ

ルが低い成人は、社会的資源の乏しい地域

に居住し、社会的少数派で、公用語を第二言

語とし、雇用の機会が少なく、貧困である傾

向にある。研究により明らかになったように、

リテラシースキルと健康の結果には関連があ

る。そのため、公衆衛生や保健医療の専門家

はジレンマに直面した。リテラシーの専門家で

も教師でもないため、人々のリテラシースキ

ルを向上させることはできない。しかし、リテラ

シースキルが健康状態に影響を及ぼしている

というエビデンスを前にして、教育関係者が

人々のリテラシースキルを向上させるのを待

つことはできないと考える中で、ヘルスリテラ

シーの決定要因について、新たな理解が深ま

り、対策の選択肢が広がってきた。（スライド1）

リテラシーは、書き手と読み手、話し手と聞

き手などの間の相互作用である。どちらか一

方が改善すれば、リテラシーは向上する。本

講演で紹介するヘルスリテラシーの新しい対

話型モデルは、我々がより分かりやすく伝え

るための、個人のスキル、専門家のスキル、文

章の質、タスクの複雑さ、医療システムの特

性という5つの重要な要素に重点を置いてい

る。これらの要素のうち、少なくとも2つを変え

ることで、ヘルスリテラシーを向上させること

が可能である。（スライド2）

先ず、既存の研究から学び、対象者のニー

ズを理解し、尊重し、それに応える必要がある。

さらに、リテラシーは変化しやすいものであり、

改善することも、軽視することもできることに

留意すべきである。次に、ヘルスリテラシーの

向上のためには、伝える側が内容をよく整理

し、明確に伝えなければならない。科学者、研

究者、医療教育者、医療従事者、医療関連の

記者およびジャーナリストは、コミュニケーシ

ョンスキルの向上に努めるとともに、対象者に

対する我々の期待や思い込みを無くす必要

がある。我々の話し方や分かりやすくメッセー

ジを伝える方法、また専門用語を使用せずに

交流するための指針、地域社会との参加型交

流のための実践ガイドラインが複数発行され

ている。

さらに、科学や健康に関する話、文章、表示

は一般的に複雑すぎることが明らかになって

いるため、健康に関連する情報を使う作業

（タスク）をより簡単にすることで、人々の負担

を軽減することができる。最後に、医療機関や

医療システムの特性を分析し、情報、ケア、サ

2-1 ヘルスリテラシー：情報、ケア、サービスへのアクセス向上 ービスに対する障壁となるシステム的な要因

を特定し、取り除く必要がある。（スライド3-4）

それにより、全体的なヘルスリテラシーを向

上させ、人々の関心と行動力を高めることが

できる。ヘルスリテラシー研究から得られた知

見や示唆によって、参加型で尊厳ある対話が、

一般市民に知識を広く浸透させ（知識の民主

化）、信頼を構築し、格差を縮小する取組みを

促進することが示されている。

スライド１

スライド３

スライド２

スライド４

放射線医学県民健康管理センターホームページに全てのスライドを掲載しています
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参加者から事前または当日受け付けた質問（代読）などをもとに、後藤あや教授とラッド博士と

の間で質疑応答を行った。 

 

（後藤）定量的かつ論理的な説明に富む素晴らしい講義を行ってくださったラッド博士に感謝申

し上げたい。今まさに私たち医療従事者や他の専門家が変化をもたらす時期だという、強い

メッセージを受け取った。 

 

■日本の読解力や数的思考力は OECD（経済協力開発機構）の平均を上回っていると聞いた。

それにも関わらず、なぜ日本のヘルスリテラシーが低いと言われるのか。（代読） 

（ラッド）読解力とヘルスリテラシースキル

はかなり関連しており、米国では、読

解力が低い人はヘルスリテラシースキ

ルも低いことが分かっている。しかし、

日常生活において求められるリテラシ

ーは、医学などの分野で求められるレ

ベルより高度ではない。加えて、医学

や科学における問題は、社会的な階

層とも関係する。例えば、電車の時刻

を駅員に聞くのは恥ずかしくないが、医学に関して、専門家に尋ねるのは気が引けてしまう。

そのため、読解力が高くても、ヘルスリテラシースキルが低いということが起こりうる。 

 

■日本人は欧米人に比べ自己主張が少なく、言葉にしなくても理解できるだろうという文化

背景がある。そのような中で、コミュニケーションスキルを向上させるアイデアはないか。（代

読） 

（ラッド）多様な人種を抱えている米国はローコンテクスト社会であり、言葉は明確、包括的、か

つ明示的でなければならない。他方、日本は多様性に乏しく、ハイコンテクストな社会であり、

表情やアイコンタクトから相手の気持ちを察する傾向がある。しかし、ここでボタンの掛け違

いが生じることもある。誰もが自分の言葉や表情から「分かって当然」だと思わずに、明確に

平易な語彙で伝えることが重要である。 

（後藤）一般の人に医学や健康について分かってもらうには、私たち医療従事者がコミュニケー

ションスキルを早急に改善する必要がある。 

 

■OECD で子どもを対象にした PISA（OECD 生徒の学習到達度調査）では日本の読解力

はどんどん下がっている。これに関して何か示唆はあるか。（代読） 

（ラッド）米国でも読解力は下がっているというデータがある。コロナウィルス感染症流行による

休校が関連している可能性がある。退学率の上昇は、アメリカでも日本でも見られる。ニュ

ーヨーク・タイムズに、日本のある学校で、学校に来なくなった子どもたちをゲームやビデオ

質疑応答 
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参加者から事前または当日受け付けた質問（代読）などをもとに、後藤あや教授とラッド博士と

の間で質疑応答を行った。 

 

（後藤）定量的かつ論理的な説明に富む素晴らしい講義を行ってくださったラッド博士に感謝申

し上げたい。今まさに私たち医療従事者や他の専門家が変化をもたらす時期だという、強い

メッセージを受け取った。 

 

■日本の読解力や数的思考力は OECD（経済協力開発機構）の平均を上回っていると聞いた。

それにも関わらず、なぜ日本のヘルスリテラシーが低いと言われるのか。（代読） 

（ラッド）読解力とヘルスリテラシースキル

はかなり関連しており、米国では、読

解力が低い人はヘルスリテラシースキ

ルも低いことが分かっている。しかし、

日常生活において求められるリテラシ

ーは、医学などの分野で求められるレ

ベルより高度ではない。加えて、医学

や科学における問題は、社会的な階

層とも関係する。例えば、電車の時刻

を駅員に聞くのは恥ずかしくないが、医学に関して、専門家に尋ねるのは気が引けてしまう。

そのため、読解力が高くても、ヘルスリテラシースキルが低いということが起こりうる。 

 

■日本人は欧米人に比べ自己主張が少なく、言葉にしなくても理解できるだろうという文化

背景がある。そのような中で、コミュニケーションスキルを向上させるアイデアはないか。（代

読） 

（ラッド）多様な人種を抱えている米国はローコンテクスト社会であり、言葉は明確、包括的、か

つ明示的でなければならない。他方、日本は多様性に乏しく、ハイコンテクストな社会であり、

表情やアイコンタクトから相手の気持ちを察する傾向がある。しかし、ここでボタンの掛け違

いが生じることもある。誰もが自分の言葉や表情から「分かって当然」だと思わずに、明確に

平易な語彙で伝えることが重要である。 

（後藤）一般の人に医学や健康について分かってもらうには、私たち医療従事者がコミュニケー

ションスキルを早急に改善する必要がある。 

 

■OECD で子どもを対象にした PISA（OECD 生徒の学習到達度調査）では日本の読解力

はどんどん下がっている。これに関して何か示唆はあるか。（代読） 

（ラッド）米国でも読解力は下がっているというデータがある。コロナウィルス感染症流行による

休校が関連している可能性がある。退学率の上昇は、アメリカでも日本でも見られる。ニュ

ーヨーク・タイムズに、日本のある学校で、学校に来なくなった子どもたちをゲームやビデオ

質疑応答 
を使って惹きつけ呼び戻しているという、興味深い記事が掲載された。 

（後藤）紙媒体だけでなく様々な新しい媒体の出現によって、情報提供のあり方も変化している

ということだと思う。 

 

■マスコミは複数の異なる立場からの主張を紹介することが多く、そのため一般市民は何を

信じたらよいか混乱してしまう。エビデンスが確立されたものとそうでないものを見分けるに

はどうしたらよいか。また、専門家が発信する際にはどんなことに気を付けたらよいか。（代

読） 

（ラッド）ひとつの出来事に対して複数の解釈があることが多い。また、誤った情報が蔓延するこ

とは非常に問題。実際、私たちは科学全般、特に健康、そして政治において、同様の問題に

直面している。専門家は、科学的なアプローチを取り、日常的に使用するような分かりやす

い言葉で明確に伝え、誰もが私たちの言葉を再解釈する必要がないようにしなければなら

ない。必要に応じて、一貫性のあるメッセージを繰り返し発信し、科学的背景を証拠として

提供することも重要。これらの問題に関して、CDC（米国疾病予防管理センター）がオンライ

ンで出しているガイドラインは、非常に適切で、重要なものである。 

（後藤）私たちは伝える内容を減らすのではなく、人々が理解しやすく、私たち自身もより理解し

やすくするために、シンプルにする必要がある。 
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後藤 あや

福島県立医科大学 総合科学教育研究センター 教授

同放射線医学県民健康管理センター 妊産婦調査室

副室長

福島の原発事故後、保健医療従事者はイ

ンフォデミック†の課題に直面した。そこで、保

健医療従事者向けのヘルスリテラシー†研修

（健康情報を分かりやすく伝えるための技術

研修）（スライド 1, 2）を企画・実施して、2019

（令和元）年までに福島県内保健師の４人に 1

人が修了した。研修の中長期評価から、参加

者は学んだスキルを日常業務で活用しており、

地域住民との双方向性のコミュニケーション

に前向きな姿勢を見せ、リスクコミュニケーシ

ョンについて自信が向上したことが明らかに

なった。さらに、高齢者や医療サービスに馴染

みのない住民ほど、研修参加者が改訂した健

康情報が分かりやすいと評価した。つまりヘ

ルスリテラシー研修は、一般市民と専門家の

コミュニケーションを促進し、健康情報へのア

クセスをより公平なものとすることが示唆され

た。現在この研修は医学や看護学の学部教

育の一環でも実施しており（スライド３）、演習

で学生が取集したデータから、通常のグラフ

に比較してピクトグラムの方が学生には好ま

れ信頼されることが明らかになった。

さらに、次世代のヘルスリテラシー（健康情

報を使う力）を向上する試みとして、小学校で

児童参加型の学校保健教育「クリエイティブ

ヘルス†」を実施している（スライド４）。演劇、

絵画、測定と作図、発表など子供たち同士の

共同作業が中心の授業であり、参加した児童

は自分の健康や地域の食べ物をよりポジティ

ブに捉えるようになった（スライド５）。

最近では上記の活動を国外でも展開してお

り、新型コロナウイルス感染症蔓延後は、オン

ラインでヘルスリテラシー研修とクリエイティ

ブヘルスのファシリテータ研修を行うようにな

った。ヘルスリテラシーを推進する上で、専門

家の健康情報を伝える力と次世代住民の健

康情報を使う力の両方に働きかけることで、

「よりよい復興」（ビルド・バック・ベター）を目

指している（スライド６）。

※ 本 発 表 は 、 IAEA consultancy 

meetings in 2022、ICRP 2021+1、そし

て日本学術会議「災害と健康」での発表を改

訂したものである。

※主な参考文献： JMAJ 2015; 58: 1-9. J 

Health Commun 2018; 23: 200-206. 

Health Commun 2020; 35: 1274-

1282. Int J Environ Res Public Health 

2022; 19: 3417.

※ヘルスリテラシー研修の主な内容：日本小

児禁煙研究会雑誌 2022; 12: 33-37. 

https://jsptr.jp/paper/ 
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みのない住民ほど、研修参加者が改訂した健

康情報が分かりやすいと評価した。つまりヘ
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で学生が取集したデータから、通常のグラフ

に比較してピクトグラムの方が学生には好ま

れ信頼されることが明らかになった。
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報を使う力）を向上する試みとして、小学校で
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ヘルス†」を実施している（スライド４）。演劇、

絵画、測定と作図、発表など子供たち同士の

共同作業が中心の授業であり、参加した児童

は自分の健康や地域の食べ物をよりポジティ

ブに捉えるようになった（スライド５）。

最近では上記の活動を国外でも展開してお

り、新型コロナウイルス感染症蔓延後は、オン

ラインでヘルスリテラシー研修とクリエイティ

ブヘルスのファシリテータ研修を行うようにな

った。ヘルスリテラシーを推進する上で、専門

家の健康情報を伝える力と次世代住民の健

康情報を使う力の両方に働きかけることで、

「よりよい復興」（ビルド・バック・ベター）を目
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Health Commun 2020; 35: 1274-

1282. Int J Environ Res Public Health 

2022; 19: 3417.

※ヘルスリテラシー研修の主な内容：日本小

児禁煙研究会雑誌 2022; 12: 33-37. 

https://jsptr.jp/paper/ 
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佐藤 努

福島県楢葉町議会議員

特別養護老人施設 「リリー園」 生活相談員

楢葉町まちづくりサポート団体「ナラノハ」代表

障がい者施設「シェルパ」ヘルパー

地域課題を考え発信する「social ANBEI（アンベイ）」代表

私が生まれ育った楢葉町は、浜通りに位置し、

自然が豊かで、震災前は約８,０００人の住民が

暮らしていた。人々の繋がりは町の魅力であり、

個人的には類まれなコミュニティと呼んでいる。

私は、2０代のとき老人介護の職に就いた。私

は、認知症に深く興味を持つとともに、寄り添い

方や人間の老いや死など、在宅介護支援の役

割や課題、ニーズについて考えるようになった。

楢葉町のデイサービスを利用する９０歳のあ

る男性とのエピソードを紹介する。彼は、目が見

えにくくなり、生きがいの竹細工作業を休んでい

たが、私は、彼の日記をもとに「人生歌―今を生

きる―」という曲を作った。彼はこの曲を気に入

り、この歌がきっかけとなって、彼の活力が戻り、

竹細工も再開した。これは、私と彼との協働から

生まれたものである。

２０１１（平成２３）年３月１１日に、大地震、大津

波、原発事故、放射能汚染、全町避難が起こり、

コミュニティが崩壊した。安全と安心は、突如と

して失うものであると知り、人間の無力さに絶望

した。

震災後、私は、各所で自作の歌を歌いながら、

被災地の現状を伝える活動を行った。首都圏の

多くの方々を対象に、音楽やアートイベントを通

して、見る、話す、食べる、楽しむ、現地を体感で

きるツアーや仮設住宅での座談会を開催した。

そんな中、それまで私と共に活動してきた仲

間と、地域（楢葉町）を越えて立ち上げた、町づく

りサポート団体ナラノハが、復興庁から助成を受

け、仮設集会所で定期的に祭りを開催すること

になった。「ナラノワ祭」と名付けたその祭りのテ

ーマは、みんなが楽しめること。ひとときの空間

が、悲しみの共有や心身のリフレッシュの場にな

るように意識した。徐々にではあるが、地域や世

代を超えて、楽しみながら協働する参加者の姿

に、祭りの意義を重く受け止めていくようになっ

た。祭りは、町づくりである。ナラノワ祭は、回を

重ねるごとに、内容も参加者も多様になり、少し

ずつ新たなコミュニティが生まれ、住民の主体的

な動きに変化していった。２０１５（平成２７）年９

月５日、楢葉町全町の避難指示が解除され、地

元での開催に結びついた。コミュニティは変化し

ていくもの、創造していくもの、そして「踊るもの」

なのである。

震災から１２年が経過し、楢葉町の復興は、住

民と行政が課題を共有し、協働して町づくりを

行う局面にある。多様なコミュニティが一緒にな

って課題に取り組むうえで、課題の捉え方が異

なっていたり、共有を怠ったりすると、課題はよ

り複雑化し、より難しい問題へと発展する可能

性がある。よりよい協働関係を構築するには、伝

える側と知る側のコミュニケーションが必要であ

る。

私の議員活動テーマである「ふくしの町、実現」

とは、住民と行政、議会が一体となり、課題の本

質に向き合うコミュニケーションの仕組みづくり

であり、それらが協働するプロセスが”ふくし“だ

と考えている。それこそが、未来に向かい、困難

を乗り越える力「レジリエンス」であり、より楽し

むことができる実践力が加わることで、多様なコ

ミュニティを受け入れることができる、”ふくし”

の町の実現につながるものと考える。

このような“ふくし”を伝えていくことが、私の

活動のひとつであり、地域の担い手として、これ

からもよりよい復興を創造していきたい。

2-3 「協働」のまちづくり ―“ふくしのまち 実現”を目指して―
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関谷 直也

東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター

准教授

東日本大震災・原子力災害伝承館 研究部門 上級研

究員

震災から１２年が経過し、現段階での東京

電力福島第一原子力発電所事故後の社会的

影響、いわゆる風評被害という課題が残存し

ている。中でも、震災後、海外に向けて積極

的な情報発信をしてこなかったこともあり、海

外における風評被害は大きな課題である。２

０２３（令和５）年３月の時点で、韓国、中国は、

福島県を中心とする東日本産の農産物、海

産物の輸入規制を続けている。

我々は、風評被害の実証調査を続けてい

るが、その一環で２度、日本を含む国際比較

調査を行った。調査対象者は日本産食材が

流通しやすい都市部の消費者の動向をはか

るため、各地域最大都市において行った。（ス

ライド１）

その結果、事故直後の福島県に対する認識

は、「放射能汚染が原因で、人が住めなくなっ

た」、「農畜産物が食べられなくなった」、「海

産物が食べられなくなった」、「水が飲めなく

なった」、「海で泳げなくなった」、「甲状腺がん

患者が増加した」、「健康被害が生じた」とい

う人が多い。

また事故直後、「原発事故のことを考えると

福島県の飲料水は不安だった」、「福島県の

農作物は不安だった」、「福島県の海産物は

不安だった」、「福島県には行きたくなかった」

と回答している人が多いのだが、日本以外で

はその不安感は持続している。特に現在の福

島県に対するイメージとしてそれは顕著であ

る。海外では、東京電力福島第一原子力発電

所事故へのイメージは事故直後のままである。

かつ、これらは２０１７（平成２９）年調査でも

２０２２（令和４）年でも同様であり、この５年間

で改善されていない。これは海外では３月１１

日前後しか福島原発事故については報道さ

れないために、福島県の現状への理解が足り

ないことなどが原因と考えられる。（スライド２

～４）

また、アジア圏、特に東アジア諸国で不安

感が極めて高く、中でも海産物への不安感が

もっとも高い。これにも理由がある。福島原発

事故の影響で、それぞれの自国の飲料水、農

産物、海産物、空間線量なども不安だったと

いう人もアジア圏において多く、中でも海産

物への不安感が持続している傾向がある。海

はつながっており、魚は回遊するからである。

よって福島県産のみならず東日本産の飲料

水、農作物、海産物について不安であり、また

行きたくないという人が多い。そして、海外に

おいて不安感は全体的に低下してきているが、

韓国は不安感は高いレベルで維持されたまま

である。（スライド５～７）

なお、不安感が下がった人にその理由を問

うたところ、検査体制、検査結果として問題な

いこと、問題がある食品は出荷制限されてい

ることなど日本と同様の理由であった。基本

的には、放射線への知識不足などが問題では

なく、検査体制や検査結果、出荷制限などそ

の品質を保証する体制とその周知が重要で

あった。

2-4 東京電力福島第一原子力発電所事故後の風評被害と
流通の課題
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島県に対するイメージとしてそれは顕著であ

る。海外では、東京電力福島第一原子力発電
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～４）
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感が極めて高く、中でも海産物への不安感が

もっとも高い。これにも理由がある。福島原発

事故の影響で、それぞれの自国の飲料水、農

産物、海産物、空間線量なども不安だったと

いう人もアジア圏において多く、中でも海産

物への不安感が持続している傾向がある。海

はつながっており、魚は回遊するからである。

よって福島県産のみならず東日本産の飲料

水、農作物、海産物について不安であり、また

行きたくないという人が多い。そして、海外に

おいて不安感は全体的に低下してきているが、

韓国は不安感は高いレベルで維持されたまま

である。（スライド５～７）

なお、不安感が下がった人にその理由を問

うたところ、検査体制、検査結果として問題な

いこと、問題がある食品は出荷制限されてい

ることなど日本と同様の理由であった。基本

的には、放射線への知識不足などが問題では

なく、検査体制や検査結果、出荷制限などそ

の品質を保証する体制とその周知が重要で

あった。
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座 長：坪倉 正治（福島県立医科大学） 

田巻 倫明（福島県立医科大学） 

登壇者：後藤 あや（福島県立医科大学） 

                                      佐 藤  努（福島県楢葉町議会） 

                                      関谷 直也（東京大学大学院）                            

 

ディスカッションは、参加者から事前または当日受けた質問（代読）並びに座長からの質問に

答える形で進められた。 

 

■なぜリテラシースキルが高い人でも不安を持つのか。（代読） 

（後藤）まず、ヘルスリテラシー†の高い人と低い人それぞれの

不安があり、伝える側の医療従事者が相手のニーズを

把握するように双方向性のコミュニケーションを取る必

要がある。そして、医療従事者が難しい言葉を並べるの

ではなく、分かりやすく明確に伝えることが必要。 

ただし、不安を持つことは一概に悪いとは言えない。

不安が高い方が前向きにコロナ対策をしたり、震災後も

子どもの健康についてきちんと考えていたりと、不安を持つことのポジティブな面もある。ヘ

ルスリテラシーの高い低い、不安の高い低いという表面的なことだけで議論するのではなく、

その背景も考えていく必要がある。 

 

■放射線に関して様々な情報があるが、不確かな理由で「放射線影響とは考えにくい」として

しまうのは、コミュニケーションや信頼を損なって混乱させ、リテラシーも下げるのではないか。

（代読） 

（後藤）医療従事者は相手を操作しようとしているわけではない。ヘルスリテラシーは双方向性の 

ものであり、まず、お互いの考え方が違うということを理解することが重要である。一方的に 

セッション２ 

「暮らしと未来につなげるヘルスコミュニケーションを考える」  

ディスカッション抄録 
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把握するように双方向性のコミュニケーションを取る必

要がある。そして、医療従事者が難しい言葉を並べるの

ではなく、分かりやすく明確に伝えることが必要。 

ただし、不安を持つことは一概に悪いとは言えない。

不安が高い方が前向きにコロナ対策をしたり、震災後も

子どもの健康についてきちんと考えていたりと、不安を持つことのポジティブな面もある。ヘ

ルスリテラシーの高い低い、不安の高い低いという表面的なことだけで議論するのではなく、

その背景も考えていく必要がある。 

 

■放射線に関して様々な情報があるが、不確かな理由で「放射線影響とは考えにくい」として

しまうのは、コミュニケーションや信頼を損なって混乱させ、リテラシーも下げるのではないか。

（代読） 

（後藤）医療従事者は相手を操作しようとしているわけではない。ヘルスリテラシーは双方向性の 

ものであり、まず、お互いの考え方が違うということを理解することが重要である。一方的に 

セッション２ 

「暮らしと未来につなげるヘルスコミュニケーションを考える」  

ディスカッション抄録 

情報を伝達するのではなく、相手のニーズを把握し、ルールに則ったうえで話し合いをする 

ことが大切。 

 

■地元の議員として、海洋放出や健康被害など様々な課題について、どのように受け止めて

いるか。また、コミュニティにおける課題はどのようなことか。（代読） 

（佐藤）海洋放出や廃炉などに関して様々な課題があることは認識している。住民と伝える側が

コミュニケーションを取りながら、行政と住民と議会が一体となって課題の本質に向き合っ

ていかなければならない。より良いコミュニティにするためには、偏らない、共有を怠らない、

そして、楽しく行うということに尽きる。 

 

■佐藤先生のプレゼンテーションは、歌と文章から組み立てられていて、とても印象に残った。

人に何かを伝えるときに気を付けていることは何か。（坪倉） 

（佐藤）人に話をするときは、数学的に組み立てている。福祉の仕事において課題を解決するとき、

ニーズの把握、アセスメント、実践、評価、そして課題に戻るという手順があり、それと同様

の組み立て方を意識している。 

 

■リスク認知†の研究では、高いリスクに日常的にさらされている人ほどリスクを過小評価す

る傾向があると言われているが、福島県での 2021（令和３）年の健康不安の減少は、高いリ

スクに日常的にさらされているからではないか。（代読） 

（関谷）事故の直後など、リスク事象があってからある程度短期間で下がったのならそう言えるが、

この１０年の間に少しずつ不安感は下がってきた。今後の長期的なトレンドを見ていかないと

はっきりしたことは言えないが、１０年間のアンケート調査の他の項目においても、県内の人

のほうが色々なことを知っている率（認知率）が高いので、必ずしも高いリスクに日常的にさ

らされているから不安感が下がったわけではない。 

 

■「汚染の実態がない」という風評被害が起きていると感じている。海外からの印象を気にす

るのは日本政府であり、当事者は被害の実態を解明してほしいと願っている。風評払拭より

も、現状を把握し情報公開をして信頼回復を優先した方がいいと思うが、いかがか。（代読） 

（関谷）風評被害が問題なのではなく、東京電力福島第一原子力発電所事故が起きたことと、事

故による放射性物質汚染と線量の上昇がそもそもの問題である。したがって、事故の実態

をきちんと伝えることが重要。例えば、現在、基準値を超える農作物は見られなくなり、米の

ほか、空間、魚介類などでも放射線量が低減している。事故直後にどれだけ汚染があった

か、それがどれだけ低減しているか、の両方を伝えることが重要。 
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■皆さんの視点で、伝え方、コミュニケーションの仕方についてご意見をお聞かせいただきた

い。（田巻） 

（後藤）医療従事者を養成する学校のカリキュラムに国レベルでヘルスリテラシーが組み込まれる

ようになると良いのではないか。医療従事者がヘルスリテラシーの視点を習得することで、

ラッド博士の言うように、患者一人ひとりにフォーカスし過ぎるのではなく、その周りのことも

考えられるような視点を身に付けられるようになる。これは、医療従事者が地域に出ていっ

て、患者と向き合うときにも活かすことができる。 

（佐藤）楢葉町のような小さい町で、地域包括ケアシステムの構築を前提としつつも、自助、互助、

共助を意識し、公助の役割を考えるとき、行政や社会福祉協議会などの専門機関、地域の

住民など関係者全員がコミュニケーションをしっかりと取っていくことが重要。 

（田巻）佐藤先生のタイトルやスライドに「協働」であるとか「課題を共有する」というフレーズがあ

った。単に課題を指摘するだけでなく、「共有」するためには、どのような形をとるべきか。 

（佐藤）困っている人がいたら寄り添うのが福祉の考え方。

課題の捉え方によって寄り添い方が全く異なってくる。そも

そも「課題は何なのか」を話し合うことが重要であり、それ

が「共有」するということである。 

（田巻）我々が課題だと思っても、相手に課題だと捉えても

らえなかったらスタートできない。お互いに自分事として捉

えられるようなアプローチが大切だと思う。 

（佐藤）誰かが「協働」を起こすということが重要だと思う。 

（関谷）この１０年間の調査の積み重ねによって、放射線物質の農産物への蓄積、遺伝性疾患、が

んの発生率等は明らかに増加していないというエビデンスがある。しかし、海外の事例で示

したとおり、がんの発生率が極端に増加しているという印象を持っている地域があるのは、

情報やイメージによって認識が変わるからである。そのため、情報発信によって誤った認識

を正すことは重要。一方で、因果関係を注意深く見て

いくことも重要であり、別途議論すべきである。 

（坪倉）健康について話すとき、情報に対する感じ方は人に

よって大きく異なる。科学的な情報に重きを置く人と、

そうでない人など、多様性を前提として、健康情報を

どう伝えるか、それがリテラシーとどう関わってくるの

か。 

（後藤）万人に分かる言葉で伝えることが基本であり、さら

にはテーラーメイドの部分も必要となる。テーラーメイドとは、双方向でコミュニケーションを

取って、相手に合う洋服（情報）を仕立ててあげるということ。詳細は、私が行っているヘル

スリテラシー研修で示している。 

（坪倉）「協働」とは、相手と目線を合わせる作業だと思う。医療の場面では、医療者と患者との間

では目線が合っており、コミュニケーションが成立する。しかし、放射線に関してはそうでは

い。これまでの１２年間の経験から、目線が合わないと科学的な情報が全く伝わらないと言

える。佐藤先生のように、一緒に祭りを企画したり歌を作ったりすることは、目線を合わせる

作業の一つだと思う。目線を合わせる作業において大切にしている事を教えていただきた
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らえなかったらスタートできない。お互いに自分事として捉

えられるようなアプローチが大切だと思う。 
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（関谷）この１０年間の調査の積み重ねによって、放射線物質の農産物への蓄積、遺伝性疾患、が

んの発生率等は明らかに増加していないというエビデンスがある。しかし、海外の事例で示

したとおり、がんの発生率が極端に増加しているという印象を持っている地域があるのは、

情報やイメージによって認識が変わるからである。そのため、情報発信によって誤った認識

を正すことは重要。一方で、因果関係を注意深く見て

いくことも重要であり、別途議論すべきである。 
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か。 

（後藤）万人に分かる言葉で伝えることが基本であり、さら
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それぞれ課題や悩みがあると思うが、複雑な問題にしてしまわないように、皆が集まって楽

しいことをやるなかで、課題をひとつひとつクリアしていくことが大切だと考えている。 

（坪倉）例えば、韓国、中国では、福島の食品に対する忌避が残っている。科学的情報に対する

姿勢や受け止め方は人によって異なる。多様性があることを前提に、情報をどう伝えたらよ

いか。 

（関谷）福島の農作物について言えば、この数年間の調査により、基準値超えのものが減ってき

ていることは、間違いのない事実である。エビデンスをどう提示していくかに尽きるが、その

情報が海外向けに出ていない。ALPS 処理水†に関する状況も同様であり、「安全」や「問題

ない」という結論だけが伝えられても、不安だと思っている人には伝わらない。１０年間で積

み重ねてきた事実やエビデンスが、端的な分かりやすい情報として伝えられていないために、

結果として安心感が得られていないのではないか。 

（田巻）データを蓄積し、それをしっかり伝えていくことが不可欠

だということは、県民健康調査も同様である。そのために

は、同じ目線に立ち、課題を共有して、「協働」を起こすこと

が重要である。個人的には、楢葉町コミュニティにおける祭

りへの想いのように、コミュニケーションを行う双方が価値

観を共有できるようにすることを目指したい。 
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－46－

福島県立医科大学副理事長

挾間 章博

閉会に当たり、ご挨拶申し上げます。
２０２３年「県民健康調査」国際シンポジウムの開催にあたりまして、実に多くの方々からのお力

添えを賜り、 皆さまのご支援、ご協力によりまして、無事に閉幕を迎えることができますこと、本
学を代表して厚く御礼申し上げます。
今回のシンポジウムでは、国内外の専門家の方々にご登壇いただき、ご活躍されている分野

に関しての大変貴重なお話を頂戴しました。また、ご参加の皆さまからの質問を踏まえたディスカ
ッションは、「県民健康調査」や福島の現状についての理解を深めていただく機会となったのでは
ないでしょうか。

今回の講演や討論の内容を、少し振り返ってみたいと思います。
セッション１では、科学的エビデンスの裏付けに基づき、私たちの健康について考え、見識を深

めました。
基調講演では、米国国立がん研究所のキャリー・キタハラ先生から、甲状腺†がんについての、

これまで長年に渡って蓄積された世界の知見とともに、日本における甲状腺がんの特徴につい
てご紹介いただきました。
基調講演に続いて、本学教員から、１０年間の県民健康調査の結果が発表されました。このよ

うな発表を聞きますと、継続した地道な調査とその結果を正確に発信することがとても大切だと
感じました。
セッション２では、福島の放射線や健康に関する現状について、情報を発信する側、受ける側

の両方の立場におけるコミュニケーションについて考えました。
ハーバード大学のリマ・ラッド先生からは、ヘルスリテラシー†の基本的な考えについての非常

に素晴らしいご講演をいただきました。また、リマ・ラッド先生からの薫陶を受けた本学教員から、
ヘルスリテラシーの向上のため、福島で行われている具体的な取り組みが紹介され、福島だけで
なく、世界に向かってその活動が広がっている様子が紹介されました。楢葉町議会の佐藤努先
生からは、地元のコミュニティへの想いや、自ら住民と行政の間に入って実践された活動につい
てご発表いただきました。特に発表の間で流れた歌に、私はとても感銘を覚えました。東京大学
の関谷直也先生からは、震災後の農水産物に関する風評の問題などをお示しいただきました。こ
れは、放射線に関連する情報発信の難しさや課題、そしてその課題を解決するためには新たな
取り組みが必要であるということが示唆されました。

このように、幅広い視点から、示唆に富む議論が展開され、多くの有意義な気付きを得ること
ができましたことは、この上ない喜びでございます。
本学としましては、これからも、広く世界との連携を深めることによって、福島の復興と未来の

創生に貢献するとともに、県民健康調査を通じて県民一人ひとりに寄り添いながら、皆さまの健
康を支え続けたいと思います。
結びに、あらためて、本シンポジウムにご参加、ご協力くださった全ての方々に対し、心からの

感謝と、本学への益々のご理解とご協力をお願い致しまして、閉会の挨拶とさせていただきます。

閉会挨拶
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今回のシンポジウムでは、国内外の専門家の方々にご登壇いただき、ご活躍されている分野
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ッションは、「県民健康調査」や福島の現状についての理解を深めていただく機会となったのでは
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今回の講演や討論の内容を、少し振り返ってみたいと思います。
セッション１では、科学的エビデンスの裏付けに基づき、私たちの健康について考え、見識を深
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基調講演では、米国国立がん研究所のキャリー・キタハラ先生から、甲状腺†がんについての、

これまで長年に渡って蓄積された世界の知見とともに、日本における甲状腺がんの特徴につい
てご紹介いただきました。
基調講演に続いて、本学教員から、１０年間の県民健康調査の結果が発表されました。このよ

うな発表を聞きますと、継続した地道な調査とその結果を正確に発信することがとても大切だと
感じました。
セッション２では、福島の放射線や健康に関する現状について、情報を発信する側、受ける側

の両方の立場におけるコミュニケーションについて考えました。
ハーバード大学のリマ・ラッド先生からは、ヘルスリテラシー†の基本的な考えについての非常

に素晴らしいご講演をいただきました。また、リマ・ラッド先生からの薫陶を受けた本学教員から、
ヘルスリテラシーの向上のため、福島で行われている具体的な取り組みが紹介され、福島だけで
なく、世界に向かってその活動が広がっている様子が紹介されました。楢葉町議会の佐藤努先
生からは、地元のコミュニティへの想いや、自ら住民と行政の間に入って実践された活動につい
てご発表いただきました。特に発表の間で流れた歌に、私はとても感銘を覚えました。東京大学
の関谷直也先生からは、震災後の農水産物に関する風評の問題などをお示しいただきました。こ
れは、放射線に関連する情報発信の難しさや課題、そしてその課題を解決するためには新たな
取り組みが必要であるということが示唆されました。

このように、幅広い視点から、示唆に富む議論が展開され、多くの有意義な気付きを得ること
ができましたことは、この上ない喜びでございます。
本学としましては、これからも、広く世界との連携を深めることによって、福島の復興と未来の

創生に貢献するとともに、県民健康調査を通じて県民一人ひとりに寄り添いながら、皆さまの健
康を支え続けたいと思います。
結びに、あらためて、本シンポジウムにご参加、ご協力くださった全ての方々に対し、心からの

感謝と、本学への益々のご理解とご協力をお願い致しまして、閉会の挨拶とさせていただきます。

閉会挨拶

2023（令和５）年３月４日（土）、本学福島駅前キャンパスにて、「ともに考える福島の健康・暮らし・未来」

をテーマに、５回目となる国際シンポジウムを開催した。前回に引き続き、今回も会場参加とオンライン視

聴のハイブリッド開催とした。会場参加は５４名、オンライン視聴は１３２名、計１８６名が参加した。検温や消

毒作業、飛沫防止パネルの設置、換気等の感染症対策を徹底して行った。

当日は日英２言語で発表し、視聴者からの質問をもとにディスカッションを行った。後日、YouTube で

のオンデマンド配信により、当日参加できなかった方も視聴できるようにした。

開催の記録

（リモート演者との質疑応答の様子） （通訳ブースとレシーバー）  

チラシ（表面）と

申込書（裏面）

（通訳ブースとレシーバー） （県民健康調査「10 年報告書」と
日本疫学会誌別冊「福島特集号」）

（県民健康調査結果概要の掲示）
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夜ノ森桜並木
（富岡町）

夜ノ森桜並木
（富岡町）

ともに考える福島の健康・暮らし・未来

2023年 福島県立医科大学「県民健康調査」国際シンポジウム

2023(令和5)年

3月4日(土)

福島県立医科大学

福島駅前キャンパス〔多目的ホール〕

主催：公立大学法人 福島県立医科大学 放射線医学県民健康管理センター

参加無料・同時通訳有

開会9:00～16:30
（開場・受付開始8:30～）

【事務局】広報・国際連携室
TEL:024-581-5454

平日8:30-17:00

会場

対象
福島県民、保健・医療従事者、学生、行政関係者等

どなたでもお申込みいただけます。

会 場 参 加： 75名（事前申込制）

※応募者多数の場合は抽選となります
※申込結果については、〆切後にお知らせします。

Zoom視聴： 事前申込制
申込み・詳細は

裏面をご覧ください

申込み締切日

福島県立医科大学
福島駅前キャンパス

新型コロナウイルス感染症対策を徹底
します。また、状況により無観客など
に変更する可能性があります。

２月26日（日）

Build Back Better, Together

よりよい復興を、ともに

後援：福島県、福島県教育委員会、広島大学、長崎大学、福島大学、公立大学法人会津大学、（公財）放射線影響研究所、国立研究開発法人量子科学技術研究
開発機構、内閣府、復興庁、外務省、環境省、一般社団法人福島県医師会、一般社団法人福島県作業療法士会、一般社団法人福島県助産師会、一般社団法人
福島県精神保健福祉協会、一般社団法人福島県病院協会、一般社団法人福島県薬剤師会、一般社団法人福島県理学療法士会、一般社団法人福島県臨床検
査技師会、一般社団法人ふくしま連携復興センター、公益社団法人福島県看護協会、福島県歯科医師会、公益社団法人福島県診療放射線技師会、社会福祉
法人福島県社会福祉協議会、福島医学会、福島県公認心理師会、福島県産婦人科医会、福島県臨床心理士会、福島民報社、福島民友新聞社、NHK福島放送
局、福島テレビ、福島中央テレビ、福島放送、テレビユー福島、ラジオ福島、ふくしまFM
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●プログラム

ともに考える福島の健康・暮らし・未来

9:00-10:00 オープニングセッション

主催者挨拶

竹之下誠一 （福島県立医科大学理事長兼学長）

挨 拶

内堀雅雄 （福島県知事）（予定）

10:10-13:30 セッション１ 科学的エビデンスから私たちの健康を考える （お昼休憩あり）

座 長： 大平哲也 (福島県立医科大学）、 石川徹夫 （福島県立医科大学）

基調講演： 調整中

講 演： 志村浩己 （福島県立医科大学） 、島袋充生 （福島県立医科大学） 、前田正治 （福島県立医科大学） 、安田 俊 （福島県立医科大学）

13:40-16:20 セッション２ 暮らしと未来につなげるヘルスコミュニケーションを考える

座 長： 坪倉正治 (福島県立医科大学）、田巻倫明 （福島県立医科大学）

基調講演： リマ・ラッド （ハーバード公衆衛生大学院）

講 演： 後藤あや （福島県立医科大学）、 佐藤 努 （楢葉町議会議員） 、 関谷直也 （東京大学）

イントロダクション

福島県「県民健康調査」概要

座長： 大戸 斉 （福島県立医科大学）

講演： 神谷研二 （福島県立医科大学）

16:20-16:30 クロージングセッション

●参加申込み

※プログラム内容・時間は変更となる場合があります。最新版は右上のQRコードからご確認いただけます。

２月2６日（日）

申込み締切日

氏 名
ふりがな

性別 年齢
例：30代 （ ）代

＠liam-E

電 話 －－

希望参加形態 □会場参加 □オンライン（Zoom）視聴

職業・所属先

該当する項目にチェックを入れてください

□会社員 □自営業 □保健・医療従事者 □行政関係者 □学生 □その他（ ）

任意記入→所属先 ）（

住 所
※市町村まで

都・道・府・県 市・町・村

本シンポジウムを
何で知りましたか

□当センターHP □新聞 □チラシ （ □学校 □役場 □病院 □図書館 □その他 ）
□甲状腺通信 □ここから調査レター □知人・友人 □TV □ラジオ
□SNS （ □県 □医大 □その他 ） □ポスター □その他（ ）

質 問 講演内容に関するご質問がありましたら、セッション番号と質問内容をご記入ください。
当日も質問を受付けます。時間の制約等により、全ての質問にはお答えできかねますことをご了承ください。

WEBの場合

FAXの場合

右上のQRコード又はWEBサイトからお申込みください

URL：https://fhms.jp/symposium/2023/

下記項目に記入の上、

FAX 024-581-5457へ送信してください

セッション
番号

新型コロナウイルス感染症に関するお願い

・検温で37.5度以上の場合、入場をお断りします。

・マスクの着用をお願いします。

※ご記入いただいた個人情報は、当国際シンポジウムの運営のみに使用いたします。

●事務局・お問合せ 放射線医学県民健康管理センター広報・国際連携室
TEL024-581-5454（平日8:30-17:00）
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計１８６名の参加者のうち、７２名の方からアンケート回答のご協力をいただき、以下に集計結果をまとめまし

た。ご協力いただいた皆様には心より感謝申し上げます。 

 
回答者内訳（回答数７２名） 

 

主な集計結果（回答数７２名） 

■内容の分かりやすさを 5 段階から選択してください。※未記入１名（1％） 

とても 
分かりやすかった 

分かりやすかった どちらともいえない 分かりにくかった 
とても分かりにく
かった 

19 名 41 名 8 名 2 名 1 名 

27% 57% 11% 3% １% 

 
■全体を通しての満足度を 5 段階から選択してください。※未記入１名（1％） 

大変満足 満足 どちらともいえない 
あまり 

満足していない 
全く満足していない 

16 名 39 名 7 名 4 名 5 名 

22% 54% 10% 6% 7% 

 
■次回シンポジウムに参加するなら、どの方法を希望しますか。※未記入７名（10％） 

会場参加 Zoom 視聴 
Zoom 以外のオンラ

イン視聴 

31 名 32 名 2 名 

43% 44% 3% 

 

年齢 居住地 職業 

項目 人数 割合 項目 人数 割合 項目 人数 割合 

70 代以上 14 20% 福島県内 46 64% 教員 14 20% 

60 代 9 13% 福島県外 ※1 5 7% 保健・医療従事者 13 18% 

50 代 28 39% 福島県外 ※2 20 28% 行政関係者 9 13% 

40 代 13 18% 未記入 1 1% 会社員 7 10% 

30 代 6 8% 
※1 震災時は県内、現在は県外にお住

まいの方 

※2 震災時も現在も県外にお住まいの

方 

無職 7 10% 

20 代 1 1% 自営業 6 8% 

10 代以下 0 0% 学生 2 ３％ 

未記入 １ １％ その他 12 17% 

 未記入 ２ ３％ 

アンケート結果 
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あまり 

満足していない 
全く満足していない 

16 名 39 名 7 名 4 名 5 名 

22% 54% 10% 6% 7% 

 
■次回シンポジウムに参加するなら、どの方法を希望しますか。※未記入７名（10％） 

会場参加 Zoom 視聴 
Zoom 以外のオンラ

イン視聴 

31 名 32 名 2 名 

43% 44% 3% 

 

年齢 居住地 職業 

項目 人数 割合 項目 人数 割合 項目 人数 割合 

70 代以上 14 20% 福島県内 46 64% 教員 14 20% 

60 代 9 13% 福島県外 ※1 5 7% 保健・医療従事者 13 18% 

50 代 28 39% 福島県外 ※2 20 28% 行政関係者 9 13% 

40 代 13 18% 未記入 1 1% 会社員 7 10% 

30 代 6 8% 
※1 震災時は県内、現在は県外にお住

まいの方 

※2 震災時も現在も県外にお住まいの

方 

無職 7 10% 

20 代 1 1% 自営業 6 8% 

10 代以下 0 0% 学生 2 ３％ 

未記入 １ １％ その他 12 17% 

 未記入 ２ ３％ 

アンケート結果   
 

助言
Advice

相談・支援
Consultation
and Support

連携
Cooperation

国内の関係機関
Institutions in Japan

関連する国際機関
International Institutions

「県民健康調査」
検討委員会

Prefectural Oversight Committee 
for the Fukushima Health 

Management Survey
委託
Commission

  

・健康調査や検査の結果を個々人が記録・保管

・放射線に関する知識の普及

・Maintaining the health check records of 
participants

・Providing information on radiation

フォロー
Follow-up

相談・支援
Consultation and 

Support

県民健康調査（県民対象）
Fukushima Health Management Survey (for Fukushima residents)

継続して管理
Long-term Health Management

健康状態を把握

Monitoring the Health of the Residents

甲状腺検査
Thyroid Ultrasound Examination

こころの健康度・生活習慣に
関する調査（ここから調査）

Mental Health and Lifestyle Survey

健康診査
Comprehensive Health Check

妊産婦に関する調査
Pregnancy and Birth Survey

保健福祉部
Social Health and Welfare Department

・ホールボディカウンター
Whole Body Counter

・個人線量計
Personal Dosimeter

福島県
Fukushima Prefecture

放射線医学県民健康管理センター
Radiation Medical Science Center

for the Fukushima Health  
Management Survey

福島県立医科大学
Fukushima Medical University

基本調査
Basic Survey

県民健康管理ファイル
Health Management File

詳細調査
Detailed Surveys

・県民の長期にわたる健康管理と治療に活用
・健康管理をとおして得られた知見を次世代に活用
・Promoting long-term health of residents
・Informing and guiding future generations

線量を把握（基礎データ）

Estimating the Radiation Dose (basic data)

データベース
Database System

付録① 福島県「県民健康調査」の概要について
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検査区分 期 間 対 象 者

検査

１回目
先行検査

甲状腺の状態を把握

2011(平成 23)年 10月～

2014(平成 26)年３月

震災時福島県にお住まいで

概ね 18歳以下であった方
1992(平成４)年４月２日～2011(平成 23)年４月１

日生まれの方

検査

２回目

本格検査
先行検査と比較

2014(平成 26)年４月～

2016(平成 28)年３月 1992(平成４)年４月２日～

2012(平成 24)年４月１日生まれの方

20歳を超えるまでは２年ごと、

25歳以降は 25歳、30歳など、

５年ごとの節目に検査を実施する。

※本格検査(検査５回目)は、新型コロナウ

イルス感染症の感染防止のため、２年間か

ら３年間に計画を変更

検査

３回目

2016(平成 28)年５月～

2018(平成 30)年３月

検査

４回目

2018(平成 30)年４月～

2020(令和２)年３月

検査

５回目

2020(令和２)年４月～

2023(令和５)年３月※

   

付録② 甲状腺検査について

のう胞は「中に液体がたまった袋状のもの」で、健康な方にも見つかることの多い良性のものです。

のう胞の中は液体だけで細胞がないため、がんになることはありません。数や大きさはしばしば変わり、多

くの方が複数ののう胞を持っています。これまでの検査から、のう胞は乳幼児期に少なく、小学生や中高生

には多く見られることが分かってきています。

結節は「しこり」とも呼ばれ、甲状腺の細胞の密度が変化したものです。

結節には良性と悪性（がん）があり、多くは良性です。なお、5.0ｍｍ以下でも二次検査を受けたほうが

良いと判断された場合はＢ判定としています。

甲状腺がんは生涯にわたり、健康にまったく影響しない潜在がんが多い病気として、以前から知られて

います。ほとんどは5.0ｍｍ以下の非常に小さいものです。それらを発見して治療することは患者さんにと

ってデメリットと考えられていますので、一般的に 5.0ｍｍ以下の結節は細胞診等の詳しい検査を行わな

いことが推奨されています。

それにならい、県民健康調査の甲状腺検査も二次検査は行わず、２～５年後に超音波検査（一次検査）

を行うことにしています。

検査の対象者とスケジュール

「のう胞」と「結節」について

のう胞とは

結節とは
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検査区分 期 間 対 象 者

検査

１回目
先行検査

甲状腺の状態を把握

2011(平成 23)年 10月～

2014(平成 26)年３月

震災時福島県にお住まいで

概ね 18 歳以下であった方
1992(平成４)年４月２日～2011(平成 23)年４月１

日生まれの方

検査

２回目

本格検査
先行検査と比較

2014(平成 26)年４月～

2016(平成 28)年３月 1992(平成４)年４月２日～

2012(平成 24)年４月１日生まれの方

20歳を超えるまでは２年ごと、

25歳以降は 25歳、30歳など、

５年ごとの節目に検査を実施する。

※本格検査(検査５回目)は、新型コロナウ

イルス感染症の感染防止のため、２年間か

ら３年間に計画を変更

検査

３回目

2016(平成 28)年５月～

2018(平成 30)年３月

検査

４回目

2018(平成 30)年４月～

2020(令和２)年３月

検査

５回目

2020(令和２)年４月～

2023(令和５)年３月※

   

付録② 甲状腺検査について

のう胞は「中に液体がたまった袋状のもの」で、健康な方にも見つかることの多い良性のものです。

のう胞の中は液体だけで細胞がないため、がんになることはありません。数や大きさはしばしば変わり、多

くの方が複数ののう胞を持っています。これまでの検査から、のう胞は乳幼児期に少なく、小学生や中高生

には多く見られることが分かってきています。

結節は「しこり」とも呼ばれ、甲状腺の細胞の密度が変化したものです。

結節には良性と悪性（がん）があり、多くは良性です。なお、5.0ｍｍ以下でも二次検査を受けたほうが

良いと判断された場合はＢ判定としています。

甲状腺がんは生涯にわたり、健康にまったく影響しない潜在がんが多い病気として、以前から知られて

います。ほとんどは5.0ｍｍ以下の非常に小さいものです。それらを発見して治療することは患者さんにと

ってデメリットと考えられていますので、一般的に 5.0ｍｍ以下の結節は細胞診等の詳しい検査を行わな

いことが推奨されています。

それにならい、県民健康調査の甲状腺検査も二次検査は行わず、２～５年後に超音波検査（一次検査）

を行うことにしています。

検査の対象者とスケジュール

「のう胞」と「結節」について

のう胞とは

結節とは

毎年、世界の研究者から、放射線の線源や影響に関する研究が多数発表されます。

原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）は、幅広い研究結果を包括的に評価し、国際的

な科学コンセンサスを政治的に中立の立場からまとめ、定期的に報告書の形で見解を発表しています。

民間独立の国際学術組織である国際放射線防護委員会（ICRP）は、UNSCEAR の報告等を参考にしなが

ら、専門家の立場から放射線防護の枠組みに関する勧告を行っています。ICRP の勧告や、国際原子力機関

（IAEA）が策定した国際的な合意形成による基本安全基準を踏まえ、日本でも放射線防護に関する法令や指

針等が定められています。

付録③ 国際機関について（放射線防護体系）

出典：環境省『放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料』（令和３年度版）より

https://www.env.go.jp/chemi/rhm/r3kisoshiryo/r3kiso-04-01-01.html

放射線防護体系

2023年福島県立医科大学「県民健康調査」国際シンポジウム報告書
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[印（†）が付いている用語の解説] 

(初出の掲載ページ順) 

用語
掲載

ページ
解説

１ ヘルスリテラシー

1、4、32、

36、42、

46 他

健康情報を使う力、伝える力のこと。

２
アルファ線放出核

種アスタチン
3 

核医学治療で、従来のベータ線より、より効果的で副作

用の少ない治療法として、臨床応用が期待されているア

ルファ線を放出する核種の一つ（アスタチン 211）。

３ 甲状腺

10 、 14 、

16 、 25 、

46 他

ヨウ素を取り込み、ホルモンを作り血液中に分泌する臓

器。蝶形（蝶が羽を広げたような形）の「右葉」と「左葉」

および２つの間の連結部分「峡部」から成る。

４ コホート 10 （同一の性質を持つ）集団、グループのこと。

５ K6 10 

Kessler ６-item scale（ケスラー６指標）の略。心理

的ストレスを含む何らかの精神的な問題（うつ病や不安

障害など）のスクリーニングテスト。

６ PCL 10 
PTSD checklist（PTSD チェックリスト）の略。PTSD

症状をスクリーニングするための自記式質問紙の一つ。

７ SDQ 10 

Strengths and Difficulties Questionnaire（子

どもの強さと困難さ評価尺度）の略。子どもの心理発達

等を評価する保護者等が記載する自記式評価票。

８ エピデミック 14 

一定の地域や集団において、ある疾病が予測の範囲を

越えて大量に発生すること。世界的な大流行にあたるパ

ンデミックと比べて、発生する範囲が狭い。

９ 境界型病変 14、26 良性と悪性の中間でどちらにも判定できない腫瘍組織。

10 過剰診断 14、26 
当該疾病があっても治療しなくても生涯で死に至ること

のないような疾病を見つけること。

11 穿
せ ん

刺
し

吸引細胞診 16 

注射器を付けた細い針をしこりに刺して細胞を吸引し、

得られた細胞の形態を顕微鏡で検査する方法。細胞を

直接検査できるため、良性／悪性の正確な診断結果を

得やすい。

12 交絡 16、26 

現象 A と B の因果関係を解析する際、A、B 両方に関

連する別の要因が存在すること。その状態を「交絡が生

じている」、交絡を生じさせる要因を「交絡因子」と呼

ぶ。

用語集
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[印（†）が付いている用語の解説] 

(初出の掲載ページ順) 

用語
掲載

ページ
解説

１ ヘルスリテラシー

1、4、32、

36、42、

46 他

健康情報を使う力、伝える力のこと。

２
アルファ線放出核

種アスタチン
3 

核医学治療で、従来のベータ線より、より効果的で副作

用の少ない治療法として、臨床応用が期待されているア

ルファ線を放出する核種の一つ（アスタチン 211）。

３ 甲状腺

10 、 14 、

16 、 25 、

46 他

ヨウ素を取り込み、ホルモンを作り血液中に分泌する臓

器。蝶形（蝶が羽を広げたような形）の「右葉」と「左葉」

および２つの間の連結部分「峡部」から成る。

４ コホート 10 （同一の性質を持つ）集団、グループのこと。

５ K6 10 

Kessler ６-item scale（ケスラー６指標）の略。心理

的ストレスを含む何らかの精神的な問題（うつ病や不安

障害など）のスクリーニングテスト。

６ PCL 10 
PTSD checklist（PTSD チェックリスト）の略。PTSD

症状をスクリーニングするための自記式質問紙の一つ。

７ SDQ 10 

Strengths and Difficulties Questionnaire（子

どもの強さと困難さ評価尺度）の略。子どもの心理発達

等を評価する保護者等が記載する自記式評価票。

８ エピデミック 14 

一定の地域や集団において、ある疾病が予測の範囲を

越えて大量に発生すること。世界的な大流行にあたるパ

ンデミックと比べて、発生する範囲が狭い。

９ 境界型病変 14、26 良性と悪性の中間でどちらにも判定できない腫瘍組織。

10 過剰診断 14、26 
当該疾病があっても治療しなくても生涯で死に至ること

のないような疾病を見つけること。

11 穿
せ ん

刺
し

吸引細胞診 16 

注射器を付けた細い針をしこりに刺して細胞を吸引し、

得られた細胞の形態を顕微鏡で検査する方法。細胞を

直接検査できるため、良性／悪性の正確な診断結果を

得やすい。

12 交絡 16、26 

現象 A と B の因果関係を解析する際、A、B 両方に関

連する別の要因が存在すること。その状態を「交絡が生

じている」、交絡を生じさせる要因を「交絡因子」と呼

ぶ。

用語集  用語 
掲載 

ページ 
解説 

13 甲状腺吸収線量 16 

甲状腺が放射線から吸収するエネルギー量を、甲状腺

の単位重量あたりで示すものであり、Gy（グレイ）で表

す。 

14 甲状腺等価線量 16 

吸収線量が同じでも放射線の種類により人体への影響

の大きさが変わるため、放射線の種類ごとに影響の大き

さに応じた重みづけをした線量を等価線量といい、この

うち甲状腺が受ける重みづけをした線量を甲状腺等価

線量という。 

15 アウトリーチ 20 
支援が必要でもあるにもかかわらず届いていない人に

対し、積極的に働きかけて情報・支援を届ける手法。 

16 

 

周産期予後 

 

22 

周産期とは出産前後（妊娠２２週から生後満７日未満ま

で）の期間を指し、周産期予後とはこの期間の母体、胎

児、新生児に起こる変化およびその結果をいう。具体的

には妊娠合併症、早産、及び新生児の低出生体重、先

天異常、死亡等が挙げられる。 

17 在胎不当過小児 22 
同じ期間お腹にいる児よりも体重が軽い（１０パーセンタ

イル未満）児。 

18 
ロジスティック回

帰分析 
22 

いくつかの要因から、ある特定の事象が起きる確率を

予測することができる統計手法。 

19 オッズ比 28 

ある事象の起こりやすさを示す値。オッズとは、ある事

象の起こる確率を p として、p/(1-p)の値であり、オッ

ズ比とはそれを群間で比較したもの。 

20 インフォデミック 36 

噂やデマも含めて大量の情報が氾濫し、現実社会に影

響を及ぼす現象を指す。「情報（Information）」と、感

染症の広がりを意味する「エピデミック（Epidemic）」を

組み合わせた造語。 

21 
クリエイティブヘ

ルス 
36 

芸術や創造的な活動を組み入れた健康増進の取り組

み。本シンポジウムでは、児童を対象とした学校保健の

事例を紹介した。 

22 リスク認知 43 リスクに対する主観的な考え方や感じ方。 

23 ALPS 処理水 45 

東京電力福島第一原子力発電所の建屋内にある放射

性物質を含む水について、トリチウム以外の放射性物質

を、安全基準を満たすまで浄化した水のこと。 
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ノレット・ケネス

福島県立医科大学 放射線医学県民健康管理センター

教授

同医学部 輸血・移植免疫学講座 教授

私たちの国際シンポジウムは、前年度のシンポ

ジウムで寄せられた質問やアンケート結果を踏ま

えてテーマやプログラムを考え、講演者を選定し

ます。今回は特にシンポジウムのテーマがヘルス

コミュニケーションであり、多様なオーディエンス

に向けて話をしていただける方という視点で国

内外の講演者を招へいしました。ハイブリッドミ

ーティングがすでに「新しい日常」になったことで、

オーディエンスのほうもさらに多様化しています。

これは歓迎すべき変化ではありますが、参加者

一人ひとりのニーズや期待にどう応えるかという

課題も生まれてきます。

会場あるいはオンラインでの発表の準備は、時

間はかかりますが、予測は可能です。予測できな

いのは、当日、講演者がどのようなことを話すか、

あるいは聴衆からの質問に対してどのような回

答をするのかということです。講演要旨やスライ

ドを提出してもらい、講演者によっては英語から

日本語へ、日本語から英語への翻訳を行います。

こうして徐々に講演の中身が明らかになってきま

す。ここまで来たら内容は変更できないのでしょ

うか。いいえ、私たちはこれまでのオーディエンス

から寄せられた質問やコメントを参考に、各講演

者に特定のトピックを追加したり、より深く掘り下

げたりすることを依頼し、なるべく多くの方の関

心に応える努力をしています。

スムーズに進行するシンポジウムはまるでコン

サートやオペラのように、細部まで書かれた台本

があるのではないかという錯覚を与えるかもしれ

ません。 しかし、私たちがお届けするのは音楽や

演劇ではありません。私たちは医療従事者であ

り、科学者です。科学者にとって最も重要な規範

は研究倫理、学問的規律、数理的厳密さであり、

これらを基盤として現象の因果関係を特定する

ことを目指します。その結果、その一部について

ようやく因果関係が明白になるのです。ここで想

起されるのは「証拠の不在は不在の証拠にはな

らない」という有名な格言です。心身の健康に関

して因果関係を心配している県民の皆さんに対

して、私たち医療従事者は、厳密なデータ分析か

ら導き出せる結論と、そうでないものとを明確に

区別してお伝えする必要があります。

福島県立医科大学がこの「県民健康調査」を

福島県からの委託がある限り継続する理由はこ

こにあります。これまでのデータだけで結論が出

ないのであれば、より多くの、より精密なデータ

を蓄積することで、いわゆる「統計的な有意差」

が現れてくるかもしれないからです。しかし、ある

集団のデータに統計的な有意差が現れたとして、

それを最終結論とすることは早計です。統計的

有意差を追究するあまり、重要な点を見逃して

いないかということを考えなければいけません。

統計的に有意であることが臨床的にも有意であ

るのか、すなわちある集団、あるいは集団の中の

サブグループにおいて、どのような健康影響が現

れる可能性があるのかということです。この問い

に学問的規律と数理的厳密さをもって答えてい

くことこそ、私たち医療従事者が福島県民の皆さ

んの健康を維持・増進するため、そして福島県と

その県民の明るい未来を創造するために進んで

いくべき道だと考えます。

総合司会所感

これからも伝え続けていくために
Keeping the lines of communication



後援 
 
福島県、福島県教育委員会、広島大学、長崎大学、福島大学、公立大学法人会津大学 

（公財）放射線影響研究所、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 

内閣府、復興庁、外務省、環境省 

一般社団法人福島県医師会、一般社団法人福島県作業療法士会、一般社団法人福島県助産師会 

一般社団法人福島県精神保健福祉協会、一般社団法人福島県病院協会、一般社団法人福島県薬剤師会 

一般社団法人福島県理学療法士会、一般社団法人福島県臨床検査技師会 

一般社団法人ふくしま連携復興センター、公益社団法人福島県看護協会、福島県歯科医師会 

公益社団法人福島県診療放射線技師会、社会福祉法人福島県社会福祉協議会、福島医学会 

福島県公認心理師会、福島県産婦人科医会、福島県臨床心理士会 

福島民報社、福島民友新聞社、NHK 福島放送局、福島テレビ、福島中央テレビ、福島放送 

テレビユー福島、ラジオ福島、ふくしま FM 

米国国立がん研究所、ハーバード大学 T・H・チャン公衆衛生大学院 
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